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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 4,836,968 5,266,610 6,110,144 12,213,881 13,087,986 

経常損益（千円） △1,161,587 △1,606,253 △2,859,760 △905,105 △3,287,668 

中間（当期）純損益（千円） △1,120,232 △1,152,216 △3,222,033 △930,708 △2,460,627 

純資産額（千円） 15,541,688 14,603,411 12,853,326 15,756,172 16,137,419 

総資産額（千円） 23,275,467 21,419,469 20,963,031 23,617,926 25,673,118 

１株当たり純資産額（円） 513.88 478.25 389.87 519.91 491.65 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
△36.80 △38.02 △98.16 △30.65 △79.89 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 66.8 67.7 61.1 66.7 62.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
694,008 △470,444 △1,394,017 644,528 △2,797,120 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
1,115,360 △563,629 △273,793 △304,945 △1,070,656 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△878,356 △457,658 △870,971 △1,516,637 4,403,323 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
8,455,679 5,430,115 4,949,004 6,378,106 7,461,104 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

833 

(194)

915 

(211)

960 

(213)

823 

(202)

914 

(224)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．連結売上高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益及び提出会社の潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益については１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

３．純資産額の算定に当たり第26期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 4,793,967 5,111,367 5,806,146 12,116,267 12,748,726 

経常損益（千円） △1,382,700 △1,183,075 △2,195,987 △1,084,475 △2,068,304 

中間（当期）純損益（千円） △1,318,042 △749,702 △2,943,910 △1,092,968 △1,391,053 

資本金（千円） 6,497,773 6,521,829 7,377,943 6,520,198 7,376,948 

発行済株式総数（株） 31,243,900 31,312,100 32,828,400 31,305,800 32,823,300 

純資産額（千円） 15,071,110 14,412,785 13,627,071 15,253,310 16,583,958 

総資産額（千円） 22,594,701 20,747,357 21,450,176 22,926,759 25,711,619 

１株当たり純資産額（円） 498.32 473.66 415.10 503.32 504.99 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
△42.99 △24.74 △89.69 △35.87 △45.17 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 3.00 － 

自己資本比率（％） 66.7 69.2 63.5 66.5 64.5 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

686 

(230)

687 

(245)

733 

(240)

669 

(233)

698 

(249)



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、人材会社からの派遣社員、パート・アルバイトを含

む。）は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、販売・開発以外の管理部門に所属しているものでありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、人材会社からの派遣社員、パート・アルバイトを含

む。）は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の部門別の名称 従業員数（人） 

販売関連部門   337(127) 

開発関連部門   520(56) 

全社（共通）   103(30) 

合計   960(213)  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 733 (240) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の我が国の経済環境は、内需主導型企業の業績には陰りがあるものの、新興国市場の市場拡大

の恩恵を受けている輸出主導型の企業の業績改善に伴い、企業の設備投資需要は堅調に推移しました。一方個人消費

は、個人所得が前年の水準を依然下回っているものの消費性向が高まり、前年比プラスに転じました。地方経済は依

然として資産デフレが続き、雇用も地域格差が残っていますが、日本経済全体としては着実な回復基調を継続してい

るものと思われます。  

 パーソナルコンピュータ業界では、PCの国内出荷において、法人市場は景気回復やセキュリティ需要の伸びなどを

背景に、中小企業向けは堅調に推移しましたが、大手企業向けは不振に終わりました。個人需要は新OSの発売効果も

あり、高性能機器を中心に好調に推移しております。ただし、PCの需要の裾野は確実に広がりつつあるものの、PCの

買い換えサイクルは年々長期化する傾向にあります。  

 このような経営環境の中、当社グループは店頭市場のてこ入れ、法人や文教向けを中心とした市場開拓、及び国内

と将来の北米における「xfy」の普及をにらんだ営業活動に力点を置いてまいりました。 

 ソフトウェア関連事業につきまして各事業部門別の状況は以下のとおりです。  

［ビジネス＆パーソナル関連事業］ 

 コンシューマー向けパッケージソフトウェア販売事業では、店頭の売り場縮小が続き、販売環境は厳しい状態が続

いています。その中で、自社開発のソフトウェアは製品形態や販売施策の見直しなどの営業努力は続けております

が、前年同期水準を維持するのが難しくなっております。そこで、国内外の優れたソフトウェア会社の製品を、日本

のお客様に対し当社のノウハウを付加して使いやすいソフトウェアとして提供する事業を強化することで、粗利益水

準の維持を目指しております。  

 昨年11月にはロシアのカスペルスキー社と提携して総合セキュリティソフト「Kaspersky」を市場に投入しました

が、高いウイルス検知率と素早い定義ファイル更新が評価され、継続してセキュリティソフト大手３社に次ぐ販売実

績を確保しております。また、今年12月には、ホームページ作成ソフトとして圧倒的なシェアを持つ「IBM ホームペ

ージ・ビルダー12」を店頭・ライセンス市場において、販売を開始しました。  

 事業全体では、「Kaspersky」の寄与もあり、売上高は18億円と前年同期に比べ３億円増加しましたが、事業部門

損益は前年同期比マイナスとなりました。  

 ライセンス販売事業では、自治体のユーザーニーズを取り入れた「一太郎ガバメント」が好調に推移したほか、中

央官庁が更新時期を迎えたため、売上高26億円は前年同期に比べ４億円の増加となりました。  

 OEM事業では、主力の「BeatJam」の売上高は、PC向けについてはPCの低価格化に伴い大幅な減少となったほか、携

帯電話向けについてはマイナスになりました。携帯向けATOKをはじめとする組み込み系や新規企画製品の売上高が、

事業全体の６割を占めるまでに成長しましたが、上記の売上高の減少により事業全体での売上高５億48百万円と前年

同期に比べ１億10百万円の減少となりました。また、当社ソフトウェアをOEM供給しているFeliCaポート搭載PCの出

荷が前期より開始されました。 

［ビジネスシステム事業］ 

 ビジネスシステム事業では、「ConceptBase FAQ」の一部大型案件が受注に至らなかったため、売上高４億49百万

円と前年同期に比べ28百万円の減少となりました。Webでの情報共有ツールとして需要が拡大している

「ConceptBase Net-It」や保守収入は安定的に推移しました。  

［インターネットディスク事業］ 

 本格的な有償化から４年が経過したインターネットディスク事業は、法人向けサービスでは内部統制や個人情報保

護などの社会的関心の高まりを背景に社内の情報管理強化のために採用されるケースが増えており、引き続き堅調に

売り上げが伸び、売上高は前年同期比135％となりました。個人向けサービスでは顧客単価が伸び悩み、売上高は前

年同期比122%にとどまりましたが、事業全体での売上高は前年同期比125%となりました。  

［xfy事業］ 

 xfy事業については、「xfy Enterprise Edition 1.5」を今年３月に出荷しました。

「xfy Enterprise Edition 1.5」は、XMLオブジェクトリポジトリを備え、XMLを通じた情報の体系的な管理ができる

本格的なXMLアプリケーション開発・実行環境です。日本市場では、今期は新規で６社に導入されましたが、基本的

には今後の大型導入を想定した試験的な導入が中心でしたので、売上高は28百万円にとどまりました。この６月より

お客様の問題解決ニーズを盛り込み、ソリューションパッケージ化を目指す営業活動に重点を置いています。上半期

には、これらの製品は市場開拓段階でしたが、下半期には徐々に案件化していく見込みです。欧州では、試験的な導

入ながら初の売上高を計上することができました。  

 以上の結果、売上高は国内既存事業の売上高の伸びに支えられ、61億10百万円と前年同期比116％となりました

が、販売費及び一般管理費については、xfy関連の広告宣伝費や人件費、外注費、「Kaspersky」の広告宣伝費負担が

嵩んだことから、前年同期より14億74百万円増加し、営業損益は28億68百万円の損失となりました。経常損益につき



ましては、28億59百万円の経常損失となり、前年同期に比べ12億53百万円悪化しました。特別利益として投資有価証

券の売却益53百万円等を計上しましたが、当社の繰延税金資産の資産性を再検討し５億円取り崩しましたので、中間

純損失は前年同期に比べ20億69百万円拡大し、32億22百万円となりました。単独の売上高は、売上高58億６百万円と

前年同期比６億94百万円増加し、経常損失は21億95百万円となりましたが、上記の繰延税金資産の取り崩しに加え、

投資損失引当金繰入額２億64百万円を特別損失として計上したため、中間純損失は前年同期に比べ21億94百万円拡大

し、29億43百万円になりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、49億49百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ25億12百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりで

あります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果使用した資金は、13億94百万円（前中間連結会計期間比９億23百万円の使用の増加）となりまし

た。これは主に、税金等調整前中間純損失28億34百万円を計上したこと、減価償却7億33百万円を実施したこと、売

上債権が13億89百万円減少したこと及び仕入債務及び未払金が７億16百万円減少したことなどによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果、使用した資金は２億73百万円（前中間連結会計期間比２億89百万円の使用の減少）となりまし

た。これは主に、無形固定資産の取得による支出として２億44百万円を計上したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果、使用した資金は８億70百万円（前中間連結会計期間比４億13百万円の使用の増加）となりまし

た。これは、主に短期借入金の純減額６億円及び長期借入金の返済により２億66百万円支出したこと等によるもので

あります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは、主にパッケージソフトウェアの販売を行っており、受託開発の割合が僅少であるため記載を省

略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

事業の部門別の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ビジネス＆パーソナル関連事業 1,704,339 115.7 

ビジネスシステム事業等 530,299 29.5 

合計 2,234,639 68.3 

事業の部門別の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ビジネス＆パーソナル関連事業 5,386,958 113.9 

ビジネスシステム事業等 723,186 134.8 

合計 6,110,144 116.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ソフトバンクＢＢ㈱ 1,793,237 34.0 2,262,660 37.0 

ダイワボウ情報システム㈱ 632,333 12.0 709,066 11.6 

丸紅インフォテック㈱ 457,669 8.7 655,591 10.7 



３【対処すべき課題】 

 「xfy」につきましては、昨年後半より、大手IT ベンダー各社との連携により市場の広範な早期立ち上げを目指し

て活動しておりましたが、商談を進める中で、大組織である大手ITベンダー各社の営業部隊は拡販段階では効果を発

揮するものの、市場立ち上げ期の先行事例開発では、それほど積極的な取り組みができていない現状がわかり、当社

自身による先進事例の開拓によって「xfy」の可能性を証明する必要があると判断し、金融機関及び製造業を中心と

したドキュメントソリューションに焦点を当て、先進ユーザーの開拓に今年６月から注力してまいりました。   

 「xfy」の当上半期における売上実績は、活動のスタートが、当初計画より約２ヶ月ほど遅れたこと、またお客様

にソリューションの有効性を実証実験にて示す必要があったため、売上高は28百万円にとどまりましたが、当期内に

売上高に計上見込みの受注を約１億数千万円あげることができ、市場の可能性と方向感の確認には一定の成果を上げ

ることができたものと考えております。 

 現状は先行投資が続いている状況ではありますが、フォーカスした市場戦略に基づき、営業体制を今一度再編成

し、今後一定の売上高の確保ができた時点で、さらなる営業体制の強化で売上計上を確実でより大きなものにするた

め、一時的な計画変更にも機動的に対応できる企業体力を身につけることが必須と考えております。  

 平成18年12月の第６回、第７回の新株予約権発行で得た資金は、当上半期における海外での営業体制の構築費用に

あててまいりましたが、今後の事業展開を考慮すれば十分なものとはいえずより機動的な資金調達手段確保の必要性

を感じております。そのため、今年12月にメリルリンチ日本証券を引受先とする新株式及び新株予約権の発行による

第三者割当増資を行うことで手元資金の確保に努めております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、「人」を中心に置いた知的活動支援のためのソフトウェア開発を続けて参りました。特に、ドキ

ュメントハンドリング技術、自然言語処理技術、知識処理技術、検索・要素技術、オブジェクト指向技術、インター

ネット／イントラネット技術等の最先端技術をテーマとした研究開発活動を継続的におこなっております。 

 また、Java、Linuxあるいは携帯電話等Windows以外のOSに対応するソフト開発にも注力しております。 

 ここ数年は、言語処理技術・使いやすいユーザーインターフェース技術や、法人向け高度知識情報管理のための総

合的なプラットフォーム技術に加え、インターネット時代のデータ統合のキープラットフォームであるXMLのアプリ

ケーション開発・実行環境「xfy」の研究開発を強化しております。これらシステムは、組織内の知識やノウハウを

デジタル情報化し、お客様の企業活動をサポートすることで、その企業が持つ競争力を飛躍的に上昇させることを可

能とする世界最高水準のものです。 

 加えて従来以上にオリジナリティあふれた研究開発を行うとともに、開発プロセスの効率化、工程管理の厳格化に

取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間の主な研究開発活動としては、当連結会計年度中に市場投入する

「xfy Enterprise Basis 2.1」「xfy Document Solution Core 1.0」など、研究開発に取り組んでおります。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は13億82百万円であり、その主な内訳は開発部門の人件費と開発外

注費であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において 、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項は、次のとおりであ

ります。 

（平成13年６月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、行使により発行した

株式のほか、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、以下のとおりであります。 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部又は全部を行使することができま

す。なお、行使可能な株式数が１単元（100株）の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数に満た

ない株式数については行使を認めないものとします。 

・平成15年９月１日から平成16年８月31日までは、権利を付与された株式数の３分の１について権利を行

使することができます。 

・平成16年９月１日から平成17年８月31日までは、権利を付与された株式数の３分の２について権利を行

使することができます。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 66,163,200 

計 66,163,200 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月28日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 32,828,400 33,230,300 
ジャスダック 

証券取引所 
－ 

計 32,828,400 33,230,300 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）１ （株） 84,200 83,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,010 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年９月１日から 

平成20年８月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,010 

資本組入額  505 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みにする事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３、４ 同左 



・平成17年９月１日から平成20年８月29日までは、権利を付与された株式数の全てについて権利を行使す

ることができます。 

(2) 権利行使開始日より前に退任・退職した場合は、自己都合・会社都合を問わず権利は喪失するものとしま

す。 

(3) 権利行使開始日以降に退任・退職した場合には、退任・退職時において(1)の権利行使が認められる株式

数についてのみ、退職後３ヶ月に限り権利を行使できるものとします。 

(4) 権利行使開始日より前に死亡した場合には、権利は喪失するものとします。 

(5) 権利行使開始日以降に死亡した場合には、死亡時において(1)の権利行使が認められる株式数についての

み相続を認めるものとし、相続人は死亡後１年以内に限り権利を行使できるものとします。 

(6) 権利の譲渡及び質入れは認めないものとします。 

(7) その他については、平成13年６月28日の定時株主総会決議及び同定時株主総会後に開催の取締役会決議に

基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する新株引受権付与契約に定めるところによります。

３．権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとします。 

４．権利付与日以降時価を下回る価額による新株の発行（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使

の場合を除く。）が行われる場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げるものとします。 

また、権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。 

（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、行使により発行した

株式のほか、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、以下のとおりであります。 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）の内、割当を受けた新株予約権の数が16

個未満である者は、以下の区分に従って、割り当てられた新株予約権の一部又は全部を行使することがで

きます。なお、行使可能な新株予約権の個数が1個に満たない場合は、当該新株予約権について権利行使

を認めないものとします。 

・平成17年９月１日（同日を含む）から平成18年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（注）１ （個） 4,299 4,268 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）１ （株） 429,900 426,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 389 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年９月１日から 

平成22年８月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   389 

資本組入額  195 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みにする事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３、４ 同左 



予約権の個数の３分の１について権利を行使することができます。 

・平成18年９月１日（同日を含む）から平成19年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の３分の２（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成19年９月３日（同日を含む）から平成22年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株

予約権の全てについて権利を行使することができます。 

(2) 新株予約権者の内、割当を受けた新株予約権の数が16個以上である者は、以下の区分に従って、割り当て

られた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、行使可能な予約権の個数が1個に満

たない場合は、当該新株予約権について権利行使を認めないものとします。 

・平成17年９月１日（同日を含む）から平成18年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の１について権利を行使することができます。 

・平成18年９月１日（同日を含む）から平成19年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の２（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成19年９月３日（同日を含む）から平成20年８月29日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の３（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成20年９月１日（同日を含む）から平成21年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の４（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成21年９月１日（同日を含む）から平成22年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の全てについて権利を行使することができます。 

(3）新株予約権者が当社の取締役または従業員である場合は、権利行使の時点における当社個人業績評価制度

における評価が標準以上である場合に限り、新株予約権を行使することができます。 

(4）新株予約権者が新株予約権行使開始日より前に、当社の取締役もしくは従業員または当社関係会社の取締

役の地位を失った場合は、自己都合・会社都合を問わず権利を喪失するものとします。 

(5）新株予約権者が、新株予約権行使開始日以降に当社の取締役もしくは従業員または当社関係会社の取締役

の地位を失った場合は、かかる地位の喪失時において本２項各号の条件に従って権利行使が認められる個

数についてのみ、退職後３ヶ月に限り権利を行使できるものとします。 

(6）新株予約権者が新株予約権行使開始日より前に死亡した場合には、権利を喪失するものとします。 

(7）新株予約権者が新株予約権行使開始日以降に死亡した場合には、死亡時において本２項各号の条件に従っ

て権利行使が認められる個数についてのみ相続を認めるものとし、相続人は新株予約権者の死亡後１年以

内に限り権利を行使できるものとします。 

(8) 新株予約権の権利の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとします。 

(9）その他については、平成15年６月27日の定時株主総会決議及び同総会後に開催の取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

４．新株予約権の行使の際に払込みをすべき１株当たりの金額（以下、「払込価額」という。）は、新株予約権

を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日は除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所

が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価格」という。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１

円未満の端数は切り上げるものとします。ただし、当該金額が新株予約権の発行日の最終価格（取引が成立

しない場合はそれに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、かかる最終価格とします。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって

次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 また、時価を下回る価額による新株の発行（旧商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに平成13年改正

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使の場合を含まない。）または自己株式

を処分するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１ 

分割・併合の比率



（平成17年６月23日定時株主総会決議） 

1)平成17年９月28日取締役会付与決議 

2)平成18年３月28日取締役会付与決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

２．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、以下のとおりであります。 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）の内、割当を受けた新株予約権の数が16

個未満である者は、以下の区分に従って、割り当てられた新株予約権の一部又は全部を行使することがで

きます。なお、行使可能な新株予約権の個数が1個に満たない場合は、当該新株予約権について権利行使

を認めないものとします。 

・平成19年９月３日（同日を含む）から平成20年８月29日（同日を含む）までは、割り当てられた新株

予約権の個数の３分の１について権利を行使することができます。 

・平成20年９月１日（同日を含む）から平成21年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（注）１ （個） 2,615 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新新株予約権の目的となる株式の数（注）１ （株） 261,500 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 827 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月３日から 

平成24年８月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   827 

資本組入額  414 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みにする事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３、４ 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（注）１ （個） 345 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新新株予約権の目的となる株式の数（注）１ （株） 34,500 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,715 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月３日から 

平成24年８月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,715 

資本組入額 1,358 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みにする事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３、４ 同左 



約権の個数の３分の２（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成21年９月１日（同日を含む）から平成24年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株

予約権の全てについて権利を行使することができます。 

(2) 新株予約権者の内、割当を受けた新株予約権の数が16個以上である者は、以下の区分に従って、割り当て

られた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、行使可能な予約権の個数が1個に満

たない場合は、当該新株予約権について権利行使を認めないものとします。 

・平成19年９月３日（同日を含む）から平成20年８月29日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の１について権利を行使することができます。 

・平成20年９月１日（同日を含む）から平成21年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の２（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成21年９月１日（同日を含む）から平成22年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の３（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成22年９月１日（同日を含む）から平成23年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の個数の５分の４（既行使分を含む）について権利を行使することができます。 

・平成23年９月１日（同日を含む）から平成24年８月31日（同日を含む）までは、割り当てられた新株予

約権の全てについて権利を行使することができます。 

(3）新株予約権者が当社の取締役または従業員である場合は、権利行使の時点における当社個人業績評価制度

における評価が標準以上である場合に限り、新株予約権を行使することができます。 

(4）新株予約権者が新株予約権行使開始日より前に、当社の取締役もしくは従業員または当社関係会社の取締

役の地位を失った場合は、自己都合・会社都合を問わず権利を喪失するものとします。 

(5）新株予約権者が、新株予約権行使開始日以降に当社の取締役もしくは従業員または当社関係会社の取締役

の地位を失った場合は、かかる地位の喪失時において本２項各号の条件に従って権利行使が認められる個

数についてのみ、退職後３ヶ月に限り権利を行使できるものとします。 

(6）新株予約権者が新株予約権行使開始日より前に死亡した場合には、権利を喪失するものとします。 

(7）新株予約権者が新株予約権行使開始日以降に死亡した場合には、死亡時において本２項各号の条件に従っ

て権利行使が認められる個数についてのみ相続を認めるものとし、相続人は新株予約権者の死亡後１年以

内に限り権利を行使できるものとします。 

(8) 新株予約権の権利の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとします。 

(9）その他については、平成17年６月23日の定時株主総会決議及び同総会後に開催の取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

４．新株予約権の行使の際に払込みをすべき１株当たりの金額（以下、「払込価額」という。）は、新株予約権

を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日は除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所

が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価格」という。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１

円未満の端数は切り上げるものとします。ただし、当該金額が新株予約権の発行日の最終価格（取引が成立

しない場合はそれに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、かかる最終価格とします。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって

次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 また、新株予約権を発行する日の後に時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合を除

く。）または自己株式を処分するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

 なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「新規発行前」を「自己株式処分前」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、それ

ぞれ読み替えるものとします。 

 また、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



の他これらに準じる場合であって、払込価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、払込価額は適

切に調整されるものとします。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。  



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,900

株、資本金が370千円、資本準備金が368千円増加しております。 

３．平成19年12月27日に、第三者割当による増資により、発行済株式総数が400,000株、資本金が99,600千円、

資本準備金が99,480千円増加しております。 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式
総数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～  

平成19年９月30日  

（注１）  

5,100 32,828,400 994 7,377,943 989 2,587,303 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

浮川 和宣 徳島県徳島市 8,623 26.27 

浮川 初子 徳島県徳島市 7,290 22.21 

橋本 昭 徳島県徳島市 1,625 4.95 

福良 伴昭 徳島県徳島市 1,150 3.50 

ドイチェバンクアー

ゲーロンドンピービ

ーファームアカウン

ト６１４（常任代理

人ドイツ証券株式会

社） 

TAUNUSANLAGE 12, D-

60325 FRANKFURT AM MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF  GERMANY

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号山王パークタワ

ー） 

382 1.17 

ジャストシステム従

業員持株会 
徳島県徳島市川内町平石若松108番地4 365 1.11 

橋本陽子 徳島県徳島市 361 1.10 

浮川寿子 愛媛県新居浜市 318 0.97 

熊代 敬三 千葉県市川市 127 0.39 

㈱百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 120 0.37 

㈱松栄 東京都台東区浅草橋１－２１－１ 120 0.37 

計 － 20,484 62.40 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,800株含まれております。 

なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数48個が含まれておりません。

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,827,000 328,222 － 

単元未満株式 普通株式    1,200 － － 

発行済株式総数 32,828,400 － － 

総株主の議決権 － 328,222 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ジャストシステム 
徳島県徳島市川内町

平石若松108番地4 
200 － 200 0.00 

計 － 200 － 200 0.00 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,004 712 557 1,203 1,119 879 

最低（円） 646 452 403 410 580 600 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２   5,430,115     5,013,531     7,473,932  

２．受取手形及び
売掛金     2,561,582     3,108,151     4,476,032  

３．たな卸資産     393,885     437,923     426,087  

４．その他     523,331     617,754     966,434  

５．貸倒引当金     △3,421     △3,337     △8,514  

流動資産合計     8,905,493 41.6   9,174,023 43.8   13,333,973 51.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構
築物 

※２ 4,995,518     4,730,237     4,879,173    

(2）工具器具備
品   283,316     311,706     293,165    

(3）土地 ※２ 3,569,077     3,569,077     3,569,077    

(4）その他   5,487 8,853,400 41.3 5,051 8,616,072 41.1 5,527 8,746,944 34.1 

２．無形固定資産                    

(1) のれん   389,767     424,433     375,605    

(2) ソフトウェ
ア 

※２ 868,537     553,978     902,689    

(3）ソフトウェ
ア仮勘定   64,183     106,081     15,081    

(4）その他   283,308 1,605,796 7.5 272,820 1,357,314 6.5 258,896 1,552,272 6.1 

３．投資その他の
資産                    

(1）投資有価証
券   1,011,637     750,168     813,158    

(2）前払年金費
用   247,923     292,575     256,440    

(3）その他   810,099     788,257     985,210    

(4）貸倒引当金   △14,881 2,054,779 9.6 △15,381 1,815,620 8.6 △14,881 2,039,928 7.9 

固定資産合計     12,513,976 58.4   11,789,008 56.2   12,339,145 48.1 

資産合計     21,419,469 100.0   20,963,031 100.0   25,673,118 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     394,796     453,543     591,842  

２．短期借入金 
※

2,3,4   932,000     2,678,000     3,278,000  

３．未払金     876,057     900,286     1,442,642  

４．未払法人税等     37,621     37,911     55,564  

５．賞与引当金     452,308     499,719     471,699  

６．その他     608,767     890,281     731,952  

流動負債合計     3,301,551 15.4   5,459,742 26.0   6,571,702 25.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２   2,541,000     1,973,000     2,239,000  

２．繰延税金負債     422,413     25,241     107,009  

３．退職給付引当
金     544,861     612,145     567,212  

４．その他     6,232     39,575     50,775  

固定負債合計     3,514,506 16.4   2,649,962 12.7   2,963,996 11.5 

負債合計     6,816,057 31.8   8,109,704 38.7   9,535,698 37.1 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１. 資本金     6,521,829 30.4   7,377,943 35.2   7,376,948 28.7 

２. 資本剰余金     8,238,387 38.5   9,845,692 47.0   9,844,703 38.4 

３. 利益剰余金     △370,512 △1.7   △4,900,956 △23.4   △1,678,922 △6.5 

４. 自己株式     △410,516 △1.9   △516 △0.0   △516 △0.0 

  株主資本合計     13,979,188 65.3   12,322,163 58.8   15,542,212 60.6 

Ⅱ 評価・換算差額
等                    

１. その他有価証
券評価差額金     55,877 0.3   37,175 0.2   43,442 0.2 

２. 為替換算調整
勘定     461,536 2.1   439,339 2.1   489,736 1.9 

評価・換算差額
等合計     517,414 2.4   476,514 2.3   533,179 2.1 

Ⅲ 新株予約権     55,170 0.3   － －   8,694 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     51,639 0.2   54,648 0.2   53,333 0.2 

 純資産合計     14,603,411 68.2   12,853,326 61.3   16,137,419 62.9 

  負債純資産合計     21,419,469 100.0   20,963,031 100.0   25,673,118 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     5,266,610 100.0   6,110,144 100.0   13,087,986 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,650,427 31.3   2,264,731 37.1   4,626,136 35.3 

売上総利益     3,616,182 68.7   3,845,412 62.9   8,461,849 64.7 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費                    

１．広告宣伝費   447,073     804,537     1,688,762    

２．従業員給料手当   1,305,905     1,795,383     2,828,661    

３．賞与引当金繰入
額   211,819     242,440     226,132    

４．退職給付費用   21,929     34,498     44,454    

５．研究開発費   1,333,106     1,382,290     2,162,572    

６．業務委託費   580,213     496,900     1,105,014    

７．減価償却費   85,701     111,610     184,376    

８．その他   1,254,049 5,239,798 99.5 1,846,233 6,713,896 109.8 3,293,436 11,533,412 88.1 

営業損失     1,623,616 △30.8   2,868,483 △46.9   3,071,562 △23.4 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   14,312     17,392     31,049    

２．為替差益   35,160     78,754     －    

３．違法コピー和解
金   14,228     28,015     27,790    

４．受取賃貸料   18,908     9,999     35,410    

５．その他   6,743 89,353 1.7 12,604 146,766 2.4 65,635 159,887 1.2 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   30,973     46,674     66,037    

２．賃貸費用   11,940     5,312     22,759    

３．パートナーシッ
プ損失 

※１ 1,606     1,745     －    

４．支払手数料   11,945     49,896     258,328    

５．その他   15,526 71,991 1.4 34,414 138,043 2.3 28,867 375,993 2.9 

経常損失     1,606,253 △30.5   2,859,760 △46.8   3,287,668 △25.1 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 1,617     －     1,617    

２．投資有価証券売
却益   －     53,932     51,131    

３．その他   1,489 3,106 0.1 5,249 59,181 1.0 40 52,788 0.4 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※３ 10,219     23,521     16,086    

２．固定資産売却損 ※４ －     －     136    

３．投資有価証券評
価損   15,843     6,437     23,617    

４．投資有価証券売
却損   －     3,513     －    

５．製品回収対応費  ※５ －     －     150,417    

６．その他   100 26,163 0.5 500 33,972 0.6 100 190,358 1.5 

税金等調整前中
間（当期）純損
失 

    1,629,310 △30.9   2,834,551 △46.4   3,425,238 △26.2 

法人税、住民税
及び事業税   14,504     17,506     36,579    

法人税等調整額   △491,871 △477,367 △9.0 371,914 389,421 6.3 △1,000,161 △963,581 △7.4 

少数株主利益又
は少数株主損失
（△） 

    273 0.0   △1,939 △0.0   △1,029 △0.0 

中間（当期）純
損失     1,152,216 △21.9   3,222,033 △52.7   2,460,627 △18.8 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

6,520,198 8,236,760 872,620 △410,516 15,219,063 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 1,631 1,626     3,258 

剰余金の配当（注）     △90,916   △90,916 

中間純損失     △1,152,216   △1,152,216 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）         － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,631 1,626 △1,243,133 － △1,239,875 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

6,521,829 8,238,387 △370,512 △410,516 13,979,188 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計  

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

114,212 422,897 537,109 55,170 52,115 15,863,458 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行     －     3,258 

剰余金の配当（注）     －     △90,916 

中間純損失     －     △1,152,216 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△58,334 38,639 △19,695 － △475 △20,171 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△58,334 38,639 △19,695 － △475 △1,260,046 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

55,877 461,536 517,414 55,170 51,639 14,603,411 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

7,376,948 9,844,703 △1,678,922 △516 15,542,212 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 994 989     1,983 

中間純損失     △3,222,033   △3,222,033 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）         － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

994 989 △3,222,033 － △3,220,049 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

7,377,943 9,845,692 △4,900,956 △516 12,322,163 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計  

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

43,442 489,736 533,179 8,694 53,333 16,137,419 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行     －     1,983 

中間純損失     －     △3,222,033 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△6,267 △50,397 △56,665 △8,694 1,315 △64,043 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△6,267 △50,397 △56,665 △8,694 1,315 △3,284,092 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

37,175 439,339 476,514 － 54,648 12,853,326 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

6,520,198 8,236,760 872,620 △410,516 15,219,063 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 856,750 856,734     1,713,485 

剰余金の配当（注）     △90,916   △90,916 

当期純損失     △2,460,627   △2,460,627 

自己株式の処分   751,208   410,000 1,161,208 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）         － 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

856,750 1,607,942 △2,551,543 410,000 323,149 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

7,376,948 9,844,703 △1,678,922 △516 15,542,212 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計  

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

114,212 422,897 537,109 55,170 52,115 15,863,458 

連結会計年度中の変動額            

新株の発行     －     1,713,485 

剰余金の配当（注）     －     △90,916 

当期純損失     －     △2,460,627 

自己株式の処分     －     1,161,208 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△70,769 66,839 △3,929 △46,476 1,217 △49,188 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△70,769 66,839 △3,929 △46,476 1,217 273,961 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

43,442 489,736 533,179 8,694 53,333 16,137,419 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー        

税金等調整前中間（当期）純
損失   △1,629,310 △2,834,551 △3,425,238 

減価償却費   500,360 733,930 1,300,067 

固定資産売却益   △1,617 － － 

固定資産除売却損   10,219 23,521 16,223 

パートナーシップ損益   1,606 1,745 － 

投資有価証券売却益   － △53,932 △51,131 

投資有価証券売却損   － 3,513 － 

投資有価証券評価損   15,843 6,437 23,617 

受取利息及び受取配当金   △14,865 △18,356 △32,108 

支払利息   30,973 46,674 66,037 

売上債権の減少額（△増加
額）   1,141,221 1,389,674 △772,747 

たな卸資産の増加額   △88,403 △11,835 △120,605 

仕入債務の増加額（△減少
額）   △81,765 △138,298 115,840 

未払金の増加額（△減少額）   △412,658 △578,471 193,561 

その他   115,855 102,910 △29,781 

小計   △412,540 △1,327,036 △2,716,264 

利息及び配当金の受取額   14,697 17,765 31,879 

利息の支払額   △26,303 △45,546 △64,045 

法人税等の支払額   △46,297 △39,199 △48,688 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー   △470,444 △1,394,017 △2,797,120 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー        

有形固定資産の取得による支
出   △55,250 △41,275 △183,208 

無形固定資産の取得による支
出   △603,816 △244,798 △1,187,621 

投資有価証券の取得による支
出   △14,900 △100,543 △15,602 

投資有価証券の売却による収
入   － 195,345 244,022 

投資不動産の売却による収入   168,960 － 168,960 

その他   △58,622 △82,520 △97,207 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー   △563,629 △273,793 △1,070,656 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー        

短期借入金の純増加額（△純
減少額）   － △600,000 2,310,000 

長期借入金の返済による支出   △370,000 △266,000 △636,000 

株式の発行による収入   3,258 1,983 1,687,403 

自己株式の処分による収入   － － 1,143,820 

新株予約権発行による収入   － － 44,186 

新株予約権買取による支出   － △6,955 △55,170 

親会社による配当金の支払額   △90,916 － △90,916 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー   △457,658 △870,971 4,403,323 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額   38,219 26,681 41,930 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額）   △1,453,512 △2,512,100 577,476 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,378,106 7,461,104 6,378,106 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金
同等物の期首残高   505,521 － 505,521 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 ※1 5,430,115 4,949,004 7,461,104 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

(1)連結子会社の数 ９社 

主要な連結子会社名 

㈱ジャストシステムサー

ビス 

㈱ジェイバーン 

Justsystems US Holdin

g,Inc. 

CLAIRVOYANCE CORPORATI

ON 

Justsystems, Inc. 

Justsystems Canada Hol

ding Inc. 

Justsystems Canada In

c. 

騰龍計算機軟件（上海）

有限公司 

大連佳思騰軟件有限公司 

  

Justsystems Canada  

Holding Inc.及び 

Justsystems Canada In

c.は、重要性が増したこ

とから当中間連結会計期

間より連結の範囲に含め

ております。 

(1)連結子会社の数 ９社 

主要な連結子会社名 

㈱ジャストシステムサービス 

㈱ジェイバーン 

JustSystems US Holding,Inc. 

JustSystems Evans Research, Inc. 

JustSystems North America, Inc. 

JustSystems Canada Inc. 

JustSystems EMEA Limited 

騰龍計算機軟件（上海）有限公司 

大連佳思騰軟件有限公司 

  

平成19年４月付けで

JustSystems, Inc.及び

JustSystems Europe(UK) Limited

は、それぞれ

JustSystems North America, Inc.、

JustSystems EMEA Limitedに商号変

更しております。また、平成19年４

月付けで

JustSystems Canada Holding Inc.と

JustSystems Canada Inc.は合併し、

JustSystems Canada Inc.となってお

ります。  

(1)連結子会社の数 10社 

主要な連結子会社名 

㈱ジャストシステムサー

ビス 

㈱ジェイバーン 

Justsystems US Holdin

g,Inc. 

Justsystems Evans Rese

arch, Inc.（旧 CLAIRVO

YANCE CORPORATION） 

Justsystems, Inc. 

Justsystems Canada Hol

ding Inc. 

Justsystems Canada In

c. 

Justsystems Europe(U

K) Limited 

騰龍計算機軟件（上海）

有限公司 

大連佳思騰軟件有限公司 

  

Justsystems Canada  

Holding Inc.及び 

Justsystems Canada In

c.は、重要性が増したこ

とから、Justsystems Eu

rope(UK) Limited.につ

いては、新たに設立した

ことから、当連結会計年

度より連結の範囲に含め

ております。 

なお、平成19年４月付け

でJustsystems, Inc.及

びJustsystems Europe(U

K) Limitedは、それぞ

れ、Justsystems Nort

h America, Inc.、Justs

ystems EMEA Limitedに

商号変更しております。

また、平成19年４月付け

でJustsystems Canada H

olding Inc.とJustsyste

ms Canada Inc.は合併

し、Justsystems Canad

a Inc.となっておりま

す。 

  (2）主要な非連結子会社の名称

等 

主要な非連結子会社 

南京南大騰龍軟件有限公

司 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称

等 

主要な非連結子会社 

同左 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金等（持分に見合

う額）は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金等（持分に見合

う額）は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数 １社 

南京南大騰龍軟件有限公司 

(1)持分法を適用した非連結子会

社数 １社 

同左 

(1)持分法を適用した非連結子会社

数 １社 

同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社のうち、騰龍計算機軟

件（上海）有限公司及び大連佳思

騰軟件有限公司の中間決算日は６

月末日、Justsystems US Holdin

g,Inc.、Justsystems, Inc.、 

CLAIRVOYANCE CORPORATION、 

Justsystems Canada Holding In

c.及びJustsystems Canada Inc.

の中間決算日は８月末日でありま

す。中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同中間決算日現在の財

務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

連結子会社のうち、騰龍計算機軟

件（上海）有限公司及び大連佳思

騰軟件有限公司の中間決算日は６

月末日であります。中間連結財務

諸表の作成にあたっては、同中間

決算日現在の財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

なお、JustSystems US Holdin

g, Inc.、JustSystems North Ame

rica, Inc.、JustSystems Evan

s Research, Inc.、JustSystem

s Canada Inc.、及びJustSystem

s EMEA Limitedは、当中間連結会

計期間より決算日を２月末日から

３月末日に変更したことに伴い、

中間連結財務諸表の作成において

は、平成19年３月１日から平成19

年９月30日までの７ヶ月間の中間

財務諸表を利用しております。 

連結子会社のうち、騰龍計算機軟

件（上海）有限公司及び大連佳思

騰軟件有限公司の決算日は12月末

日、Justsystems US Holding, In

c.、Justsystems, Inc.、 

Justsystems Evans Research, In

c.（旧 CLAIRVOYANCE CORPORATIO

N）、Justsystems Canada Holdin

g Inc.及びJustsystems Canada In

c.の決算日は２月末日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同決算日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

親会社及び国内連結子会社 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

①有価証券 

親会社及び国内連結子会社 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

①有価証券 

親会社及び国内連結子会社 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  投資事業組合への出資 

組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によって

おります。 

投資事業組合への出資 

同左 

投資事業組合への出資 

同左 

  在外連結子会社 

所在地国の会計基準の規定に

基づく評価方法 

在外連結子会社 

同左 

在外連結子会社 

同左 

  ②たな卸資産 

主として総平均法による原価法 

②たな卸資産 

同左 

③たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

定率法 

なお、主な耐用年数は下記の

とおりであります。 

 建物及び構築物 10～65年 

 工具器具備品  ２～20年 

①有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

同左 

①有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （会計方針の変更）  

親会社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。 

これによる損益並びにセグメント

情報に与える影響は軽微でありま

す。 

（追加情報）  

当社及び国内連結子会社は、法人

税法改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しておりま

す。 

これによる損益並びにセグメント

情報に与える影響は軽微でありま

す。 

  

  在外連結子会社 

所在地国の会計基準の規定に

基づく定額法 

在外連結子会社 

同左 

在外連結子会社 

同左 

  ②無形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

ソフトウェア 

市場販売目的のパッケージ

ソフトウェア制作費につい

ては、見込販売可能期間(デ

スクトップ製品：18ヶ月、

システム製品：15～36ヶ月)

における見込販売数量に基

づく償却額と見込販売可能

期間に基づく定額償却額の

いずれか大きい額により償

却しております。自社利用

ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

より償却しております。 

②無形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

ソフトウェア 

市場販売目的のパッケージ

ソフトウェア制作費につい

ては、見込販売可能期間(デ

スクトップ製品：18ヶ月、

システム製品：18～36ヶ月)

における見込販売数量に基

づく償却額と見込販売可能

期間に基づく定額償却額の

いずれか大きい額により償

却しております。自社利用

ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

より償却しております。 

②無形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

ソフトウェア 

同左 

  その他の無形固定資産 

定額法 

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

  在外連結子会社 

所在地国の会計基準の規定に

基づく定額法 

なお、米国連結子会社が計上

する「のれん」については、

所在地国の会計基準に従い、

減損の判定を実施し、減損が

発生している場合には帳簿価

額を減額することとしており

ます。 

在外連結子会社 

のれん 

所在地国の会計基準に従

い、減損の判定を実施し、

減損が発生している場合に

は、帳簿価額を減額するこ

ととしております。 

その他無形固定資産 

主として所在地国の会計基

準の規定に基づく定額法 

在外連結子会社 

のれん 

同左 

  

その他無形固定資産 

同左 

  ────── ────── ③繰延資産 

新株予約権発行費 

支出時の費用として処理して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

親会社及び国内連結子会社は、

従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理するこ

ととしております。 

③退職給付引当金 

同左 

  

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理

しております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

の資産、負債、収益及び費用は、

中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めておりま

す。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子連結子

会社の資産、負債、収益及び費用

は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定並

びに少数株主持分に含めておりま

す。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約について

は、振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を採用して

おります。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建未払金 

外貨建予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引は親会社での

み実施しておりますが、将来の

為替変動によるリスク回避を目

的として利用しており、投機的

な取引は行わない方針でありま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応

関係を確認することにより有効

性の評価を行っております。た

だし、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他（中間）連結財

務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

①法人税及び住民税並びに事業税

の課税所得の算定について 

課税所得の算定に当たり、当連

結会計年度において取り崩すこ

とを予定しているプログラム準

備金及び特別償却準備金の額を

課税所得に反映させておりま

す。 

①法人税及び住民税並びに事業税

の課税所得の算定について 

同左 

────── 

  ②消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用し、仮払消費税

等及び仮受消費税等を相殺のう

え、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

②消費税等の会計処理方法 

同左 

②消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

５．（中間）連結キャッシ

ュ・フロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

      ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する金額

は、14,496,602千円であります。なお、中間

連結財務諸表規則の改正により、当中間連結

会計期間における中間連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間連結財務諸

表規則により作成しております。 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する金額

は、16,075,392千円であります。なお、連結

財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,677,826千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,781,935千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,781,309千円

※２ 短期借入金532,000千円（１年内返済

予定の長期借入金532,000千円を含

む）及び長期借入金2,541,000千円に

対して下記の資産を担保に供しており

ます。 

※２ 短期借入金878,000千円（１年内返済

予定の長期借入金568,000千円を含

む）及び長期借入金1,973,000千円に

対して下記の資産を担保に供しており

ます。 

※２ 短期借入金568,000千円（１年内返済

予定の長期借入金568,000千円を含

む）及び長期借入金2,239,000千円に

対して下記の資産を担保に供しており

ます。 

建物及び構築物 3,869,541千円

土地 3,409,893千円

 計 7,279,434千円

建物及び構築物 3,733,618千円

土地 3,409,893千円

 計 7,143,511千円

建物及び構築物 3,800,362千円

土地 3,409,893千円

 計 7,210,255千円

なお、上記借入金のうち、日本政策投

資銀行からの長期借入金200,000千円

（１年内返済予定の長期借入金100,00

0千円含む）に対しては、親会社のプ

ログラム著作物であるATOK16、 ATOK1

7、ATOK2005及びATOK2006についても

質権が設定されております。 

プログラム著作物は、評価額の算定が

困難であるため、金額の記載を省略し

ております。 

なお、上記のほか、日本政策投資銀行

からの長期借入金100,000千円（１年

内返済予定の長期借入金100,000千円

含む）に対しては、親会社のプログラ

ム著作物であるATOK16、ATOK17、ATOK

2005、ATOK2006及びATOK2007について

も質権が設定されております。 

また、三菱東京UFJ銀行、百十四銀

行、りそな銀行、阿波銀行及び関西ア

ーバン銀行との上限58億円のコミット

メントライン契約、及びりそな銀行か

らの短期借入金1,200,000千円に対し

て、親会社のプログラム著作物である

xfy Enterprise Edition1.5、一太郎

2007、ATOK2007、ジャストスマイル３

及びジャストスマイル２に根質権が設

定されております。上記プログラム著

作物の一部はソフトウェア（期末帳簿

価額254,336千円）として計上されて

おります。 

その他、取引保証のため、現金及び預

金14,526千円（126千カナダドル）に

質権を設定しております。 

なお、上記のほか、日本政策投資銀行

からの長期借入金150,000千円に対し

て、親会社のプログラム著作物である

ATOK16、ATOK17、ATOK2005、ATOK2006

及びATOK2007に質権が設定されており

ます。 

また、平成19年３月30日付で締結した

コミットメントライン契約（上限58億

円）に際して、当社のプログラム著作

物である一太郎2007、ATOK2007、ジャ

ストスマイル３及び

xfy Enterprise Edition1.5を質権設

定する契約が締結されています。上記

プログラム著作物の一部はソフトウェ

ア（期末帳簿価額575,656千円）とし

て計上されております。取引保証のた

め、現金及び預金12,828千円（120千

カナダドル）を担保に供しておりま

す。 

※３ 親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため、取引銀行１行と当

座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

※３ 親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため、取引銀行３行と当

座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

※３ 親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため、取引銀行２行と当

座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の

総額 
3,000,000千円

借入実行残高 －千円

  差引額 3,000,000千円

 上記のほか、平成19年３月30日付で取

引銀行5行とコミットメントライン契

約を締結しております。当該契約で

は、売掛債権の回収予定金額の範囲内

で、当該売上債権の回収予定日を期日

として、上限58億円までの借入を行う

ことができることとされております。 

なお、当中間連結会計期間末におい

て、本契約に伴う借入れは実行してお

りません。 

当座貸越極度額の

総額 
2,900,000千円

借入実行残高 1,710,000千円

  差引額 1,190,000千円

当座貸越極度額の

総額 
3,500,000千円

借入実行残高 2,310,000千円

  差引額 1,190,000千円

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

      ────── ※４ コミットメントライン及びこれに伴う

財務制限条項 

平成19年３月30日付で締結したコミッ

トメントライン契約（上限58億円）及

び平成19年６月14日付で借り入れた㈱

りそな銀行からの借入金12億円につい

ては、財務制限条項が付されており、

下記条項に抵触した場合、契約上の全

ての債務について期限の利益を喪失し

ます。なお、コミットメントライン契

約について当中間連結会計期間末にお

いて、本契約に伴う借入れは実行して

おりません。 

①各年度の決算期の末日における単体

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における単体の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。 

②各年度の決算期の末日における連結

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における連結の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。  

③平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる単体の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。  

④平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる連結の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。 

※４ コミットメントライン及びこれに伴う

財務制限条項 

平成19年３月30日付で締結したコミッ

トメントライン契約（上限58億円）に

ついては、財務制限条項が付されてお

り、下記条項に抵触した場合、契約上

の全ての債務について期限の利益を喪

失します。なお、当連結会計年度末に

おいて、本契約に伴う借入れは実行し

ておりません。 

①各年度の決算期の末日における単体

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における単体の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。 

②各年度の決算期の末日における連結

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における連結の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。  

③平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる単体の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。  

④平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる連結の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ パートナーシップ損失は、米国連結子

会社が出資する投資事業組合の含み損

について、米国の会計基準に基づき当

社持分相当額を費用計上したものであ

ります。 

※１       同左 ※１     ────── 

※２ 固定資産売却益は、投資不動産の売却

によるものであります。 

※２     ────── ※２ 固定資産売却益は、投資不動産の売却

によるものであります。 

※３ 固定資産除却損のうち、主なものは工

具器具備品の除却によるものでありま

す。 

※３       同左 ※３       同左 

※４     ────── ※４     ────── ※４ 固定資産売却損のうち、主なものは工

具器具備品の売却によるものでありま

す。 

※５     ────── ※５     ────── ※５ 製品回収対応費は、JUST Suite 2007の

不具合による在庫の廃棄と回収に関連

する費用であります。 

 ６ 当社グループの業績は季節的変動があ

り、売上高は第４四半期に偏っている

のに対し、費用面では金額の大部分を

占める人件費・減価償却費・業務委託

費等といった費用は、売上高の多寡に

かかわらず毎月発生する費用であるた

め、上半期の売上高に対する費用負担

が大きくなっております。そのため、

上半期の業績は赤字になる傾向があり

ます。 

 ６       同左  ６     ────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)発行済株式数の増加6,300株は、ストック・オプションの権利行使に伴う新株発行による増加であります。 

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

3.配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 (注) 31,305,800 6,300 － 31,312,100 

合計 31,305,800 6,300 － 31,312,100 

自己株式        

普通株式 1,000,280 － － 1,000,280 

合計 1,000,280 － － 1,000,280 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 
第３回新株予約権 普通株式 1,200,000 － － 1,200,000 36,780 

第４回新株予約権 普通株式 600,000 － － 600,000 18,390 

合計 － 1,800,000 － － 1,800,000 55,170 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 90,916 ３ 平成18年３月31日 平成18年６月23日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)発行済株式の増加株式数の内訳は、ストック・オプションの権利行使に伴う新株発行による増加5,100株でありま

す。 

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)平成18年12月８日取締役会決議の新株予約権については、条件に従い平成19年４月18日に残存する全てを取得し、直

ちに消却しております。 

3.配当に関する事項 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１．増加株式数の内訳は、新株予約権の権利行使に伴う新株発行による増加1,517,500株であります。 

２．減少株式数の内訳は、新株予約権の権利行使に伴う自己株式の処分による減少1,000,000株であります。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 (注) 32,823,300 5,100 － 32,828,400 

合計 32,823,300 5,100 － 32,828,400 

自己株式        

普通株式 280 － － 280 

合計 280 － － 280 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

平成18年12月８日取締役

会決議の新株予約権 
普通株式 500,000 － 500,000 － － 

合計 － 500,000 － 500,000 － － 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数 

（株） 

当連結会計年度減
少株式数 

（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 (注１) 31,305,800 1,517,500 － 32,823,300 

合計 31,305,800 1,517,500 － 32,823,300 

自己株式        

普通株式 (注２) 1,000,280 － 1,000,000 280 

合計 1,000,280 － 1,000,000 280 



2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．平成18年３月10日取締役会決議の新株予約権の当連結会計年度減少は、平成18年12月８日取締役会決議の新株予

約権の発行要項及び「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う経過措置を定める政令」

（平成17年政令第367号）第13条第１項の規定に基づき、平成18年12月25日に残存する全てを取得し、直ちに消

却したことによるものであります。 

２．平成18年12月８日取締役会決議の新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものでありま

す。 

３．平成18年12月８日取締役会決議の新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の権利行使によるものであり

ます。 

４．平成18年12月８日取締役会決議の新株予約権については、条件に従い平成19年４月18日に残存する全てを取得

し、直ちに消却しております。 

3.配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるものはありませ

ん。  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

平成18年３月10日取締役

会決議の新株予約権(注

１) 

普通株式 1,800,000 － 1,800,000 － － 

平成18年12月8日取締役

会決議の新株予約権(注

２,３,４) 

普通株式 － 2,100,000 1,600,000 500,000 8,694 

合計 － 1,800,000 2,100,000 3,400,000 500,000 8,694 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 90,916 ３  平成18年３月31日 平成18年６月23日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金 5,430,115千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
－千円

現金及び現金同等物 5,430,115千円

現金及び預金 5,013,531千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△64,527千円

現金及び現金同等物 4,949,004千円

現金及び預金 7,473,932千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△12,828千円

現金及び現金同等物 7,461,104千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) (借主側) (借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

有形固定 

資産その他 

(千円) 

合計 

 (千円) 

取得価 

額相当 

額 

387,706 4,110 391,816 

減価償 

却累計 

額相当 

額 

264,646 1,712 266,358 

中間期 

末残高 

相当額 

123,060 2,397 125,457 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

有形固定 

資産その他

(千円) 

合計 

 (千円) 

取得価 

額相当 

額 

192,526 4,110 196,636

減価償 

却累計 

額相当 

額 

91,208 2,603 93,811

中間期 

末残高 

相当額 

101,317 1,507 102,824

 

工具器具 

備品 

(千円) 

有形固定 

資産その他 

(千円) 

合計 

 (千円) 

取得価 

額相当 

額 

169,381 4,110 173,491

減価償 

却累計 

額相当 

額 

82,915 2,192 85,107

期末残

高 

相当額 

86,465 1,918 88,383

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 66,432千円

１年超 59,025千円

合計 125,457千円

１年内 47,680千円

１年超 55,143千円

合計 102,824千円

１年内       47,482千円

１年超       40,901千円

合計        88,383千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 46,667千円

減価償却費相当額 46,667千円

支払リース料 26,732千円

減価償却費相当額 26,732千円

支払リース料 89,786千円

減価償却費相当額 89,786千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 43,162千円

１年超 241,026千円

合計 284,188千円

１年内 94,688千円

１年超 434,503千円

合計 529,192千円

１年内       110,069千円

１年超       588,329千円

合計       698,399千円

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありま

せんので、項目等の記載は省略しておりま

す。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記のほか、米国子会社の有する投資事業組合持分（中間連結貸借対照表計上額35,685千円）が投資有価証券

に含まれております。当該投資事業組合持分については、米国会計基準に基づき時価による評価が行われてお

り、当該評価損益は営業外費用の「パートナーシップ損失」に計上しております。 

２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

  前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 144,548 209,238 64,689 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 100,000 98,090 △1,910 

(3)その他 440,834 471,872 31,037 

合計 685,383 779,200 93,817 

  前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 189,710 



（当中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記のほか、米国子会社の有する投資事業組合持分（中間連結貸借対照表計上額16,832千円）が投資有価証券

に含まれております。当該投資事業組合持分については、米国会計基準に基づき時価による評価が行われてお

り、当該評価損益は営業外費用の「パートナーシップ損失」に計上しております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

  当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 74,757 108,745 33,988 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 100,000 116,970 16,970 

(3)その他 303,433 314,891 11,458 

合計 478,190 540,607 62,416 

  当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 184,758 



（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記のほか、米国子会社の有する投資事業組合持分（連結貸借対照表計上額19,063千円）が投資有価証券に含

まれております。当該投資事業組合持分については、米国会計基準に基づき時価による評価が行われており、

当該評価損益は営業外収益の「その他」に計上しております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成18年９月30日）においてデリバティブ取引はないため、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）においてデリバティブ取引はないため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度末（平成19年３月31日）においてデリバティブ取引はないため、該当事項はありません。 

  前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 112,684 173,924 61,240 

(2)債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 100,000 106,520 6,520 

(3)その他 311,275 316,454 5,179 

合計 523,959 596,899 72,939 

  前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 189,683 



（ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容 

  
平成13年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人

数 

当社の取締役８名及

び従業員452名 

当社の取締役３名及

び従業員602名 

当社の取締役２名及

び従業員92名 
当社の従業員20名 

ストック・オプション数 普通株式171,500株 普通株式603,900株 普通株式264,000株 普通株式34,500株 

付与日 平成13年10月31日 平成15年12月11日 平成17年９月28日 平成18年３月28日 

権利確定条件 
権利確定条件は付さ

れておりません。 

権利確定条件は付さ

れておりません。 

権利確定条件は付さ

れておりません。 

権利確定条件は付さ

れておりません。 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定め

がありません。 

対象勤務期間は定め

がありません。 

対象勤務期間は定め

がありません。 

対象勤務期間は定め

がありません。 

権利行使期間 

権利確定後５年以

内。ただし、権利確

定後退職した場合

は、権利行使可能な

株式数のみ、退職日

から３ヶ月以内まで

行使可能。 

権利確定後５年以

内。ただし、権利確

定後退職した場合

は、権利行使可能な

株式数のみ、退職日

から３ヶ月以内まで

行使可能。 

権利確定後５年以

内。ただし、権利確

定後退職した場合

は、権利行使可能な

株式数のみ、退職日

から３ヶ月以内まで

行使可能。 

権利確定後５年以

内。ただし、権利確

定後退職した場合

は、権利行使可能な

株式数のみ、退職日

から３ヶ月以内まで

行使可能。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社グループの事業区分はソフトウェア関連事業のみであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社グループの事業区分はソフトウェア関連事業のみであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社グループの事業区分はソフトウェア関連事業のみであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、前連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日）において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％超であるため、記

載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・・・・・米国、カナダ  

欧州・・・・・英国  

その他・・・・中国  

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は318,714千円であり、その内容は基礎研

究費用であります。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）、前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、連結売上

高に占める「海外売上高」の割合が10％未満のため、記載を省略しております。 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
欧州 

（千円）

その他の
地域 
（千円）

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に 

  対する売上高 
5,867,950 242,193 － － 6,110,144 － 6,110,144 

(2）セグメント間の 

  内部売上高又は振替高 
－ 239,857 415,618 88,768 744,243 △744,243 － 

計 5,867,950 482,050 415,618 88,768 6,854,388 △744,243 6,110,144 

営業費用  7,698,339 1,229,215 395,904 86,633 9,410,093 △431,465 8,978,627 

営業利益又は営業損失(△)  △1,830,388 △747,164 19,713 2,134 △2,555,704 △312,778 △2,868,483 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 

478円25銭 

１株当たり純資産額 

389円87銭 

１株当たり純資産額 

491円65銭 

１株当たり中間純損失金額 

38円02銭 

１株当たり中間純損失金額 

98円16銭 

１株当たり当期純損失金額 

79円89銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失が計上されているため

記載を省略しております。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失が計上されているため

記載を省略しております。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 1,152,216 3,222,033 2,460,627 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
1,152,216 3,222,033 2,460,627 

期中平均株式数（株） 30,307,377 32,824,263 30,798,912 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類（新

株予約権の株式の数

1,834,500株）。これ

らの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権（新株予約権の目的

となる株式の数84,200

株）、新株予約権２種

類（新株予約権の株式

の数296,000株）。こ

れらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

新株予約権１種類（新

株予約権の株式の数

34,500株）。これらの

詳細は、「第４ 提出

会社の状況、１．株式

等の状況、(2）新株予

約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間末 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 14,603,411 12,853,326 16,137,419 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
106,809 54,648 62,027 

（うち少数株主持分） (51,639) (54,648) (53,333) 

（うち新株予約権） (55,170) (  －  ) (8,694) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（千円） 
14,496,602 12,798,678 16,075,392 

１株当たりの純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

30,311,820 32,828,120 32,823,020 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（新株予約権の発行） 

平成18年12月８日開催の当社取締役会において、第三者割当の方法による第６回および第７回新株予約権の発行を決議

しました。その概要は次のとおりであります。 

１．募集新株予約権の名称 

株式会社ジャストシステム第６回新株予約権（以下、「第６回新株予約権」という。） 

株式会社ジャストシステム第７回新株予約権（以下、「第７回新株予約権」という。） 

２．割当予定先 

第６回新株予約権 大和証券エスエムビーシー株式会社 

第７回新株予約権 メリルリンチ日本証券株式会社 

３．発行した新株予約権の数 

第６回新株予約権 2,100個 

第７回新株予約権  900個 

４．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

第６回新株予約権 当社普通株式 2,100,000株 

第７回新株予約権 当社普通株式  900,000株 

５．本新株予約権の払込金額の総額 

第６回新株予約権 36,514千円 

第７回新株予約権 15,649千円 

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 

第６回新株予約権 4,381,650千円 

第７回新株予約権 1,877,850千円 

７．行使時の払込金額 

行使時の払込金額は、当初2,086.5円とする。ただし、以下に従い、修正または調整される。 

１ 行使価額の修正 

(1）平成18年12月27日以降、行使価額は、各新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」とい

う。）の前日まで（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、売買高加重平均価格の算出されない日は除

く。以下「時価算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所（以下「ジャスダック証券取引

所」という。）における当社普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値に相当する金額

（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「修正後行使価額」という。）に

修正される。 

(2）前号にかかわらず、当社は、当社取締役会が、資金調達のために必要と認めて、次号に従って行使価額が

修正される旨を決議した場合には、かかる決議の日に本新株予約権者に対してその旨および修正開始日

（以下に定義する。）を通知したうえで、かかる決議の翌営業日（以下「修正開始日」という。）以降、

次号に従って本新株予約権の行使価額が修正される旨を決定することができる。修正開始日は、平成18年

12月27日以降に到来する日とする。 

(3）修正開始日以降、行使価額は、時価算定期間のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引

の毎日の売買高加重平均価格の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を切り捨てる。）に修正される。 

(4）前号にかかわらず、平成20年11月25日以降、行使価額は本項(1）号に定める修正後行使価額に修正され

る。 

(5）本項第(1）号乃至第(4）号にかかわらず、別記「11．自己新株予約権の取得事由および消却の条件」欄の

各項に従って本新株予約権の全部が取得される場合、取得のための公告または通知がなされた日のいずれ

か早い日の翌々営業日以降、行使価額は、ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎

日の売買高加重平均価格の平均値の105％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を切り捨てる。）に修正される。 

 (6）本項第(1）号、第(3）号および前号に定める修正後の行使価額の算出において、(ｉ)時価算定期間内に本

欄第２項で定める行使価額の調整の原因となる事由が生じた場合には、当該時価算定期間内のジャスダッ

ク証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格は当該事由を勘案して調整さ

れるものとし、(ⅱ)かかる算出の結果得られた金額が834.6円（以下「下限行使価額」という。ただし、本

欄第２項による調整を受ける。）を下回ることとなる場合には、修正後の行使価額は下限行使価額とす

る。 



２ 行使価額の調整 

(1）当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場

合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもっ

て行使価額を調整する。 

「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当てを受ける権利

を与えるための基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整

後の行使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当

社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に本項第(2）号乃至第(4）号に基づき「交付

普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えた数と

する。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数

は、基準日における当社の有する当社普通株式にかかり増加した当社普通株式数を含まないものとする。 

(2）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期

については、次に定めるところによる。 

① 本項第(3）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当社

の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利の転換、交換または

行使による場合を除く。） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日と

する。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合は、その日の翌日以降、これを適用する。 

② 当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当てをする場合 

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当

ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについて、当社普

通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって

当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、または本項

第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合

を含む。） 

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）その他の証券または権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で

転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当

日）または無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、転換、交換または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株

式等が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行さ

れている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換または行使され当社普

通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し

た日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに本項第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する

場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、上記取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）に関して当該調整前に本号③または⑤による行使価額の調整が行われている場合に

は、(ⅰ)上記交付が行われた後の本項第(3）号③に定める完全希薄化後普通株式数が、上記交付の直

前の既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後の行使価額は、超過する株式数を行使価額調整式

       
既発行普通株式数＋

新発行・ 

処分株式数
×

１株当たりの 

発行・処分価額

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分株式数 



の「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)上記交付の直

前の既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。 

⑤ 取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本⑤において「取得価額

等」という。）の下方修正その他これに類する取得価額等の下方への変更（本項第(2）号乃至第(4）

号と類似の希薄化防止条項に基づく調整の場合を除く。以下、「下方修正等」という。）が行われ、

当該下方修正等後の取得価額等が当該下方修正が行われる日（以下「取得価額等修正日」という。）

における本項第(3）号②に定める時価を下回る価額になる場合（ただし、本新株予約権と同時に発行

される本新株予約権以外の新株予約権の行使価額の修正の場合を除く。） 

(ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行われて

いない場合、調整後の行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当

該下方修正後の条件で転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本号

③の規定を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③または上記(ⅰ)による行使価額の調整が取得価額等修正

日前に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当該下方

修正等後の条件で転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの本

項第(3）号③に定める完全希薄化後普通株式数が、当該下方修正等が行われなかった場合の既発

行普通株式数を超えるときには、調整後の行使価額は、当該超過株式数を行使価額調整式の「交

付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の

翌日以降これを適用する。 

⑥ 本号③乃至⑤における対価とは、当該株式または新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（本号③における新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、

その取得または行使に際して当該株式または新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財産の価

額を控除した金額を、その取得または行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金額をい

う。 

⑦ 本号①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定さ

れ、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日

の翌日以降これを適用するものとする。 

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(3）① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(2）号⑦の場合

は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の

普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算につい

ては、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

③ 「完全希薄化後普通株式数」は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社

の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調

整前に、本項第(2）号乃至第(4）号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未

だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該行使価額の調整において本項第

(2）号乃至第(4）号に基づき「交付普通株式数」とみなされることとなる当社普通株式数を含

む。）。 

④ 本項第(2）号①乃至⑤に定める証券または権利に類似した証券または権利が交付された場合における

調整後の行使価額は、本項第(2）号の規定のうち、当該証券または権利に類似する証券または権利に

ついての規定を準用して算出するものとする。 

８．新株予約権の割当日及び払込期日 

平成18年12月25日 

９．新株予約権の行使期間 

平成18年12月25日から平成20年12月25日まで。ただし、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀

株式数＝ 

（調整前行使価額－ 

調整後行使価額） 
× 

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額 



行営業日を最終日とする。 

１０．新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組み入れる額 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところに

従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減

じた額とする。 

１１．自己新株予約権の取得および消却 

１ 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合には、本新株予約権の発行日の翌日以

降、会社法第273条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個

当たり13,910円にて、残存する本新株予約権の全部を取得することができる。 

２ 当社は、当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認決

議した場合、会社法第273条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予

約権１個当たり13,910円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。 

３ 当社は、本新株予約権の発行後、５連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）のジャスダック証券取引

所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値が下限行使価額を下回った場合、当該５連続取引日の最終

日の翌銀行営業日に、本新株予約権１個当たり金13,910円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。

当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。なお、上記５連続取引日の間に別記「行使時の払込

金額」欄第２項で定める行使価額の調整の原因となる事由が生じた場合には、当該５連続取引日のジャスダ

ック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値は、本項の適用上、当該事由を勘案して調整

されるものとする。 

１２．新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

１３．資金の使途 

xfy事業における事業資金に充当する予定である。 

なお、当社は、各割当予定先との間で、有価証券届出書の効力発生後、下記の内容を含むファシリティ契約を締結

する。ファシリティ契約において、割当予定先は、平成18年12月25日以降平成20年11月21日までの期間（以下「ファ

シリティ期間」という。）においては、本新株予約権の発行要項に定める本新株予約権の行使期間内であっても、フ

ァシリティ契約の規定に従って行使する場合のほか、本新株予約権を行使しないことに合意する。 

当社は、ファシリティ契約の規定に従い、取締役会の決議により、随時、何回でも、割当予定先が本新株予約権を

行使することができる期間（以下「行使可能期間」という。）および当該行使可能期間中に割当先が行使することの

できる本新株予約権の個数（以下「行使可能個数」という。）を定めることができる。割当予定先は、行使可能期間

中に限り、行使可能個数を上限として、本新株予約権を行使することができる。当社は、行使可能期間および行使可

能個数を定めたときには、当該行使可能期間の初日（以下「行使可能期間開始日」という。）の前取引日（株式会社

ジャスダック証券取引所（以下「ジャスダック証券取引所」という。）の取引日をいう。以下同じ。）までに、行使

可能期間開始日、行使可能期間の末日（以下「行使可能期間終了日」という。）および行使可能個数を指定し、割当

予定先に通知する（かかる通知を以下「行使可能通知」という。）。但し、１回の行使可能通知に定める行使可能個

数は、別段の合意をする場合を除き、100個（その時点で残存する本新株予約権の個数が100個未満の場合は、当該残

存個数）を下回ってはならない。また、いずれの行使可能期間開始日も、平成18年12月25日以降に到来する日とし、

いずれの行使可能期間終了日も、平成20年11月21日以前に到来する日で、かつ行使可能期間開始日の５取引日後以降

の日に到来する取引日とする。 

当社は、取締役会の決議を経た上で、割当予定先に対し、撤回通知を交付することにより、その時点で未行使の行

使可能個数が残存する行使可能通知を撤回することができる。但し、当該行使可能通知に係る残存行使可能期間が７

取引日未満である場合は、これを撤回してはならない。当該行使可能通知は、撤回通知に記載された失効日をもって

効力を失う。かかる失効日は、撤回通知が行われた日（当日を含む。）から７取引日目以降の日とし、当社の取締役

会がこれを定める。 

当社は、既に行った行使可能通知に係る行使可能個数の本新株予約権の全部が行使され、または行使可能期間終了

日が到来する前に、新たな行使可能通知（以下「新行使可能通知」という。）を行うことができる。但し、次に定め

る条件を満たすことを要する。①新行使可能通知に係る行使可能期間開始日は、当該新行使可能通知が行われた日

（当日を含む。）から７取引日目（それより前に既存の行使可能通知（以下「既存行使可能通知」という。）に係る

行使可能期間終了日が到来する場合は、その翌日）以降の日とし、当社の取締役会がこれを定める。②新行使可能通

知に定める行使可能期間開始日より前に既存行使可能通知に係る行使可能個数の本新株予約権の全部が行使された場

合、かかる行使の翌日まで新たな行使可能期間開始日を繰り上げるものとする（但し、当該新行使可能通知にその旨

の記載がある場合に限る。）。③新行使可能通知に定めた行使可能期間開始日をもって、未行使の行使可能個数が残



存する既存行使可能通知（もしあれば）は効力を失う。④新行使可能通知は、既存行使可能通知に基づき、新たな

行使可能期間開始日より前に行われた本新株予約権の行使の効力に影響を及ぼすものではない。⑤新行使可能通知に

定める行使可能個数が、当該新行使可能通知に係る行使可能期間開始日において未行使の本新株予約権全部の個数を

上回ることとなった場合には、当該新行使可能通知に係る行使可能個数は、かかる未行使の本新株予約権の個数とす

る。 

当社は、行使可能通知の通知日時点において、当社にかかる業務等に関する未公表の重要事実が存在しないこと、

当社およびその企業集団の財政状態または経営成績に重大な悪影響をもたらす事態が発生していないことを表明およ

び保証する。また、当社は、行使可能通知および撤回通知を行った場合には、速やかにプレスリリースを行う。 

（新株予約権の取得および消却） 

平成18年12月８日開催の当社取締役会において、平成18年３月27日に発行いたしました第３回および第４回新株予約

権について残存するすべてを取得および消却することを決議いたしました。その概要は次のとおりであります。 

１．取得および消却の理由 

平成18年12月25日発行の第６回および第７回新株予約権の発行により、資金調達の機動性を確保するため、各新

株予約権の発行要項および「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う経過措置を定める

政令」（平成17年政令第367号）第13条第１項の規定に基づき、平成18年12月25日に残存するすべての新株予約

権を取得し、直ちに消却することといたしました。 

２．取得および消却する数 

1,800個（第３回新株予約権 1,200個、第４回新株予約権 600個） 

３．取得価額 

55,170千円（新株予約権１個当たり 30,650円） 

４．取得および消却日 

平成18年12月25日 

５．消却後残存新株予約権 

０個 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（新株式の発行） 

平成19年12月12日開催の当社取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発行を決議しました。その概要は次

のとおりであります。  

１．募集等の方法 

メリルリンチ日本証券株式会社に対する第三者割当 

２．発行した新株式の数 

当社普通株式 400,000株 

３．発行価額  

１株につき497.70円  

４．発行価額の総額 

199,080千円 

５．発行価額のうち資本へ組み入れる額  

資本組入額 

１株につき249円 

資本組入額の総額 

99,600千円  

６．新株式の払込期日 

平成19年12月27日 

７．資金の使途 

xfy事業における事業資金に充当する予定であります。 

（新株予約権の発行） 

平成19年12月12日開催の当社取締役会において、第三者割当の方法による第８回新株予約権の発行を決議しました。そ

の概要は次のとおりであります。 

１．募集新株予約権の名称 

株式会社ジャストシステム第８回新株予約権 

２．割当予定先 

メリルリンチ日本証券株式会社 



３．発行した新株予約権の数 

1,000個 

４．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式 4,000,000株 

５．発行価額   

20,600円 

６．本新株予約権の払込金額の総額 

20,600千円 

７．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 

2,453,800千円 

なお、下記８．に記載の新株予約権の行使価額が修正又は調整された場合には、上記金額は増加又は減少しま

す。また、新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合に

は、上記金額は減少します。  

８．行使時の払込金額 

行使時の払込金額は、当初608.30円とする。ただし、以下に従い、修正または調整される。 

１ 行使価額の修正 

平成19年12月28日以降、行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）

の前日まで（当日を含む。）の３連続取引日（但し、終値のない日は除く。）の株式会社ジャスダック証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げ

た金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は

下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正

後の行使価額が下限行使価額（以下に定義する。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額と

する。上記３連続取引日の間に本欄第２項に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該３連続

取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調

整されるものとする。「下限行使価額」は当初、別記「割当日」欄に定める割当日の株式会社ジャスダック

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の50％

に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額とする。下限行使価額は、本欄第２項の規定を準用して

調整される。 

本新株予約権のいずれかの行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる行使の際に、当該

本新株予約権者に対し、修正後の行使価額を通知する。 

２ 行使価額の調整 

(1）当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）

をもって行使価額を調整する。 

(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。 

① 本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保

有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。但し、新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社

普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式

交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する 

③ 本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式又は本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合 

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件
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で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の

場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに本項第(4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の

行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日

から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方

法により、当社普通株式を交付する。但し、株券の交付については別記「(2）新株予約権の内容等

（注）」欄第２項の規定を準用する。 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場

合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を

調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引い

た額を使用する。 

(4）① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除

した数とする。また、本項第(2）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数

は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものと

する。 

(5）本項第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権

者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

(6）本項第(2）号の規定にかかわらず、本項第(2）号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が本欄第

２項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、本項第(2）号に基づく行使価額の調整は行わないも

のとする。但し、この場合も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。 

(7）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。但し、本項第(2）号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上

記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。また、本項第(6）号の規定

が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ行う。 

９．新株予約権の割当日及び払込期日 

平成19年12月27日 

１０．新株予約権の行使期間 

平成19年12月28日から平成21年12月28日までとする。 

１１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところに

従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその

株式数＝ 

（調整前行使価額－ 

調整後行使価額） 
× 

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額 



端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた

額とする。 

１２．自己新株予約権の取得および消却 

１ 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、(ⅰ）本新株予約権証券が発行されていない場合には、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知

をし、(ⅱ）本新株予約権証券が発行されている場合には、会社法第273条、第274条及び第293条の規定に従

って公告及び通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当り20,600円の価額

で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一

部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 

２ 当社は、当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認決議

した場合は、(ⅰ）本新株予約権証券が発行されていない場合には、会社法第273条の規定に従って通知を

し、(ⅱ）本新株予約権証券が発行されている場合には、会社法第273条、第274条及び第293条の規定に従っ

て公告及び通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当り20,600円の価額で、

本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

１３．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

１４．資金の使途 

xfy事業における事業資金に充当する予定である。 

なお、当社は割当予定先との間で、本届出の効力発生後、下記の内容を含むコミットメント条項付き第三者割当て

契約を締結いたしました。この契約は、あらかじめ一定数の新株予約権を割当予定先に付与したうえで、今後資金需

要が発生した際に、当社が、一定の条件に従って本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指

定（以下「行使指定」といいます。）できる仕組みとなっており、割当予定先は、行使指定を受けた場合、一定の条

件及び制限のもとで、一定期間中に行使指定された数の本新株予約権を行使することをコミットします。 

当社は、この仕組みを活用することにより、資金需要に応じた機動的な資金調達を行うことができます。但し、当

社が１度に行使指定できる本新株予約権数には一定の限度があり、複数回の行使指定を行う場合には20取引日以上の

間隔を開けなければなりません。当社は、行使指定を行った場合、その都度プレスリリースを行います。割当予定先

は、行使指定を受けた場合に加えて、原則として毎月50個の本新株予約権を行使することをコミットします。当社

は、この仕組みにより、一定以上のペースで資本増強を図ることもできます。なお、当社は、その裁量により、かか

る月次の行使（以下「月次行使」といいます。）を中止することができます。但し、当社の株価が一定の水準を下回

る場合、未公表の当社インサイダー情報等がある場合、当社の財政状態又は業績に重大な悪影響をもたらす事態が発

生した場合など一定の場合には、当社は行使指定を行うことができず、また、割当予定先も月次行使を行う必要はあ

りません。さらに、当社の株価がストップ高又はストップ安を記録した場合など一定の場合にも、割当予定先は月次

行使を行う必要がありません。 

また、当社は、その裁量により、本新株予約権の全部又は一部につき、行使することができない期間を指定（以下

「停止指定」といいます。）することができます。停止指定の期間は当社の裁量により決定することができ、また、

当社は、一旦行った停止指定をいつでも取消すことができます。但し、約２年間の行使可能期間のうち最後の１ヶ月

間については、停止指定を行うことはできません。また、平成19年12月28日から平成21年11月11日までのいずれかの

取引日における当社普通株式の終値が払込期日における当社普通株式の終値の50％に相当する金額を下回った場合に

は、割当予定先は、平成21年11月12日までに当社に対して通知することにより、本新株予約権の取得を請求すること

ができ、かかる請求がなされた場合、当社は、本新株予約権の発行要項に従い、原則として15取引日以内に本新株予

約権を取得いたします。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

特記事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 3,809,265     4,001,038     6,537,896    

２．受取手形   8,429     4,144     2,730    

３．売掛金   2,506,126     3,000,187     4,364,119    

４．たな卸資産   391,392     435,977     415,897    

５．繰延税金資産   267,581     －     279,998    

６．その他   204,410     834,216     625,733    

７．貸倒引当金   △2,712     △2,982     △8,232    

流動資産合計     7,184,493 34.6   8,272,582 38.6   12,218,144 47.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1)建物 ※２ 4,632,709     4,376,029     4,506,390    

(2)工具器具備品   234,393     230,645     226,117    

(3)土地 ※２ 3,569,077     3,569,077     3,569,077    

(4)その他   357,855     319,993     337,706    

有形固定資産
合計     8,794,036 42.4   8,495,745 39.6   8,639,292 33.6 

２．無形固定資産                    

(1)ソフトウェア ※２ 633,218     443,548     764,417    

(2)ソフトウェア
仮勘定   64,291     106,143     15,098    

(3)その他   6,380     5,151     5,766    

無形固定資産
合計     703,890 3.4   554,843 2.6   785,282 3.1 

３．投資その他の
資産                    

(1)投資有価証券   960,813     716,271     778,011    

(2)関係会社株式   1,892,304     2,469,681     1,898,081    

(3)前払年金費用   247,923     292,575     256,440    

(4)その他   1,017,397     916,275     1,139,666    

(5)貸倒引当金   △53,502     △3,800     △3,300    

(6)投資損失引当
金   －     △264,000     －    

投資その他の
資産合計     4,064,936 19.6   4,127,004 19.2   4,068,900 15.8 

固定資産合計     13,562,864 65.4   13,177,594 61.4   13,493,475 52.5 

資産合計     20,747,357 100.0   21,450,176 100.0   25,711,619 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   335,698     418,387     600,687    

２．短期借入金 
※

2,3,4 
400,000     2,110,000     2,710,000    

３．一年内返済予
定長期借入金 

※２ 532,000     568,000     568,000    

４．未払金   888,686     947,790     1,473,903    

５．未払法人税等   34,091     30,663     40,421    

６．賞与引当金   423,416     468,936     441,761    

７．その他   501,572     723,328     530,168    

流動負債合計     3,115,464 15.0   5,267,106 24.6   6,364,942 24.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 2,541,000     1,973,000     2,239,000    

２．繰延税金負債   173,312     25,241     －    

３．退職給付引当
金   499,322     557,757     518,393    

４．その他   5,473     －     5,324    

固定負債合計     3,219,108 15.5   2,555,999 11.9   2,762,717 10.7 

負債合計     6,334,572 30.5   7,823,105 36.5   9,127,660 35.5 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     6,521,829 31.4   7,377,943 34.4   7,376,948 28.7 

２ 資本剰余金                    

(１)資本準備金   1,731,206     2,587,303     2,586,314    

(２)その他資本剰余
金   6,187,010     6,938,218     6,938,218    

資本剰余金合
計     7,918,216 38.2   9,525,521 44.4   9,524,532 37.0 

３ 利益剰余金                    

その他利益剰余金                    

(１)任意積立金                    

プログラム準備
金   1,020,483     1,140,362     1,481,357    

特別償却準備金   5,852     1,668     3,336    

(２)繰越利益剰余
金   △754,127     △4,455,083     △1,853,836    

利益剰余金合計     272,208 1.3   △3,313,052 △15.4   △369,142 △1.4 

４ 自己株式     △410,516 △2.0   △516 △0.0   △516 △0.0 

株主資本合計     14,301,737 68.9   13,589,895 63.4   16,531,822 64.3 

Ⅱ 評価・換算差額
等                    

 １．その他有価証
券評価差額金     55,877 0.3   37,175 0.1   43,442 0.2 

評価・換算差額
等合計     55,877 0.3   37,175 0.1   43,442 0.2 

Ⅲ 新株予約権     55,170 0.3   － －   8,694 0.0 

純資産合計     14,412,785 69.5   13,627,071 63.5   16,583,958 64.5 

負債純資産合計     20,747,357 100.0   21,450,176 100.0   25,711,619 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     5,111,367 100.0   5,806,146 100.0   12,748,726 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,523,846 29.8   2,111,364 36.4   4,363,663 34.2 

売上総利益     3,587,521 70.2   3,694,782 63.6   8,385,062 65.8 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費     4,748,442 92.9   5,845,936 100.7   10,215,757 80.2 

営業損失     1,160,921 △22.7   2,151,154 △37.1   1,830,694 △14.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１   53,754 1.1   85,480 1.5   149,255 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   75,908 1.5   130,313 2.2   386,865 3.0 

経常損失     1,183,075 △23.1   2,195,987 △37.8   2,068,304 △16.2 

Ⅵ 特別利益 ※３   3,112 0.1   59,181 1.0   52,748 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※４   26,145 0.6   296,873 5.1   190,269 1.5 

税引前中間（当
期）純損失     1,206,108 △23.6   2,433,678 △41.9   2,205,824 △17.3 

法人税、住民税
及び事業税   9,063     10,231     18,488    

法人税等調整額   △465,469 △456,405 △8.9 500,000 510,231 8.8 △833,260 △814,771 △6.4 

中間（当期）純
損失     749,702 △14.7   2,943,910 △50.7   1,391,053 △10.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）１．平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．当中間会計期間末における取崩項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

その他利益剰余金 

プログラム
準備金 

特別償却
準備金 

繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

6,520,198 1,729,579 6,187,010 3,367,147 13,676 △2,267,996 △410,516 15,139,098 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 1,631 1,626           3,258 

プログラム準備金取崩額 
（注１）       △1,494,956   1,494,956   － 

特別償却準備金取崩額（注１）         △5,308 5,308   － 

剰余金の配当（注１）           △90,916   △90,916 

プログラム準備金取崩額 
（注２）       △851,708   851,708   － 

特別償却準備金取崩額（注２）         △2,515 2,515   － 

中間純損失           △749,702   △749,702 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）               － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,631 1,626 － △2,346,664 △7,824 1,513,868 － △837,361 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

6,521,829 1,731,206 6,187,010 1,020,483 5,852 △754,127 △410,516 14,301,737 

 

評価・換算
差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価
証券評価差
額金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

114,212 55,170 15,308,480 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     3,258 

プログラム準備金取崩額 
（注１）     － 

特別償却準備金取崩額（注１）     － 

剰余金の配当（注１）     △90,916 

プログラム準備金取崩額 
（注２）     － 

特別償却準備金取崩額（注２）     － 

中間純損失     △749,702 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△58,334 － △58,334 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△58,334 － △895,695 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

55,877 55,170 14,412,785 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益剰余金 

プログラム
準備金 

特別償却
準備金 

繰越利益剰余
金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

7,376,948 2,586,314 6,938,218 1,481,357 3,336 △1,853,836 △516 16,531,822 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 994 989           1,983 

プログラム準備金取崩額       △340,994   340,994   － 

特別償却準備金取崩額         △1,668 1,668   － 

中間純損失           △2,943,910   △2,943,910 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）               － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

994 989 － △340,994 △1,668 △2,601,247 － △2,941,926 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

7,377,943 2,587,303 6,938,218 1,140,362 1,668 △4,455,083 △516 13,589,895 

 

評価・換算
差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価
証券評価差
額金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

43,442 8,694 16,583,958 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     1,983 

プログラム準備金取崩額     － 

特別償却準備金取崩額     － 

中間純損失     △2,943,910 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△6,267 △8,694 △14,961 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△6,267 △8,694 △2,956,887 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

37,175 － 13,627,071 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．当事業年度における取崩項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

その他利益剰余金 

プログラム
準備金 

特別償却
準備金 

繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

6,520,198 1,729,579 6,187,010 3,367,147 13,676 △2,267,996 △410,516 15,139,098 

事業年度中の変動額                

新株の発行 856,750 856,734           1,713,485 

プログラム準備金取崩額 
（注１）       △1,494,956   1,494,956   － 

特別償却準備金取崩額（注１）         △5,308 5,308   － 

剰余金の配当（注１）           △90,916   △90,916 

プログラム準備金取崩額 
（注２）       △390,834   390,834   － 

特別償却準備金取崩額（注２）         △5,031 5,031   － 

当期純損失           △1,391,053   △1,391,053 

自己株式の処分     751,208       410,000 1,161,208 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）               － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

856,750 856,734 751,208 △1,885,790 △10,339 414,160 410,000 1,392,723 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

7,376,948 2,586,314 6,938,218 1,481,357 3,336 △1,853,836 △516 16,531,822 

 

評価・換算
差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価
証券評価差
額金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

114,212 55,170 15,308,480 

事業年度中の変動額      

新株の発行     1,713,485 

プログラム準備金取崩額 
（注１）     － 

特別償却準備金取崩額（注１）     － 

剰余金の配当（注１）     △90,916 

プログラム準備金取崩額 
（注２）     － 

特別償却準備金取崩額（注２）     － 

当期純損失     △1,391,053 

自己株式の処分     1,161,208 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△70,769 △46,476 △117,245 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△70,769 △46,476 1,275,477 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

43,442 8,694 16,583,958 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  投資事業組合への出資 

組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によって

おります。 

投資事業組合への出資 

同左 

投資事業組合への出資 

同左 

  (2) たな卸資産 

商品、製品、主要材料 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

商品、製品、主要材料 

同左 

(2) たな卸資産 

商品、製品、主要材料 

同左 

  副材料、貯蔵品 

最終仕入原価法 

副材料、貯蔵品 

同左 

副材料、貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は下記の

とおりであります。 

建物      10～65年 

工具器具備品  ２～20年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

    

  

（会計方針の変更）  

法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。 

これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

（追加情報）  

法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のパッケージ

ソフトウェア制作費につい

ては、見込販売可能期間

(デスクトップ製品：18ヶ

月、システム製品：15～36

ヶ月)における見込販売数

量に基づく償却額と見込販

売可能期間に基づく定額償

却額のいずれか大きい額に

より償却しております。 

自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく

定額法により償却しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的のパッケージ

ソフトウェア制作費につい

ては、見込販売可能期間

(デスクトップ製品：18ヶ

月、システム製品：18～36

ヶ月)における見込販売数

量に基づく償却額と見込販

売可能期間に基づく定額償

却額のいずれか大きい額に

より償却しております。 

自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく

定額法により償却しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  その他の無形固定資産 

定額法 

その他の無形固定資産 

同左 

その他の無形固定資産 

同左 

  ───── ───── (3）繰延資産 

新株予約権発行費 

支出時の費用として処理して

おります。 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額基準により

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理す

ることとしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度より費用処

理しております。 

  ───── (4) 投資損失引当金 

子会社等への投資に係る損失

に備えるため、当該投資先の

財政状態等を勘案して算定し

た損失見込額を計上しており

ます。 

───── 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、為替予約につい

ては、振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採

用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建未払金 

      外貨建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

デリバティブ取引は、将来の

為替変動によるリスク回避を

目的として利用しており、投

機的な取引は行わない方針で

あります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより

有効性の評価を行っておりま

す。ただし、振当処理の要件

を満たしている為替予約につ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

(4) ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 法人税及び住民税並びに事業

税の課税所得の算定について 

課税所得の算定に当たり、当

事業年度において取り崩すこ

とを予定しているプログラム

準備金及び特別償却準備金の

額を課税所得に反映させてお

ります。 

(1)       ────── 

  

(1)       ────── 

  (2) 消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用し、仮払消費

税等及び仮受消費税等を相殺

のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

(2) 消費税等の会計処理方法 

同左 

(2) 消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。従

来の資本の部の合計に相当する金額は、

14,357,615千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

  

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。従来

の資本の部の合計に相当する金額は、

16,575,264千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,574,838千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,639,093千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,662,303千円 

※２ 一年内返済予定長期借入金532,000千

円及び長期借入金2,541,000千円に対

して下記の資産を担保に供しておりま

す。 

※２ 短期借入金310,000千円、一年内返済

予定長期借入金568,000千円及び長期

借入金1,973,000千円に対して下記の

資産を担保に供しております。 

※２ 一年内返済予定長期借入金568,000千

円及び長期借入金2,239,000千円に対

して下記の資産を担保に供しておりま

す。 

建物 3,869,541千円

土地 3,409,893千円

 計 7,279,434千円

建物 3,733,618千円

土地 3,409,893千円

 計 7,143,511千円

建物及び構築物 3,800,362千円

土地 3,409,893千円

 計 7,210,255千円

なお、上記借入金のうち、日本政策投

資銀行からの長期借入金200,000千円

（１年内返済予定の長期借入金 

100,000千円含む）に対しては、当社

のプログラム著作物であるATOK16、AT

OK17、 ATOK2005及びATOK2006につい

ても質権が設定されております。 

プログラム著作物は、評価額の算定が

困難であるため、金額の記載を省略し

ております。 

なお、上記のほか、日本政策投資銀行

からの長期借入金100,000千円（１年

内返済予定の長期借入金100,000千円

含む）に対しては、当社のプログラム

著作物であるATOK16、ATOK17、

ATOK2005、ATOK2006及びATOK2007につ

いても質権が設定されております。 

また、三菱東京UFJ銀行、百十四銀

行、りそな銀行、阿波銀行及び関西ア

ーバン銀行との上限58億円のコミット

メントライン契約、及びりそな銀行か

らの短期借入金1,200,000千円に対し

て、当社のプログラム著作物である

xfy Enterprise Edition1.5、一太郎

2007、ATOK2007、ジャストスマイル３

及びジャストスマイル２に根質権が設

定されております。上記プログラム著

作物の一部はソフトウェア（期末帳簿

価額254,336千円）として計上されて

おります。 

その他、北米子会社の取引保証のた

め、現金及び預金14,526千円（126千

カナダドル）に質権を設定しておりま

す。 

なお、上記のほか、日本政策投資銀行

からの長期借入金150,000千円に対し

て、当社のプログラム著作物であるAT

OK16、ATOK17、ATOK2005、ATOK2006及

びATOK2007に質権が設定されておりま

す。 

また、平成19年３月30日付で締結した

コミットメントライン契約（上限58億

円）に際して、当社のプログラム著作

物である一太郎2007、ATOK2007、ジャ

ストスマイル３及び

xfy Enterprise Edition1.5を質権設

定する契約が締結されています。上記

プログラム著作物の一部はソフトウェ

ア（期末帳簿価額575,656千円）とし

て計上されております。 

当社北米子会社の取引保証のため、現

金及び預金12,828千円（120千カナダ

ドル）を担保に供しております。 

 



前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

※３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行３行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

※３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行２行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額の

総額 
3,000,000千円

借入実行残高 －千円

 差引額 3,000,000千円

 上記のほか、平成19年３月30日付で取

引銀行5行とコミットメントライン契

約を締結しております。当該契約で

は、売掛債権の回収予定金額の範囲内

で、当該売上債権の回収予定日を期日

として、上限58億円までの借入を行う

ことができることとされております。 

なお、当中間会計期間末において、本

契約に伴う借入れは実行しておりませ

ん。 

当座貸越極度額の

総額 
2,900,000千円

借入実行残高 1,710,000千円

 差引額 1,190,000千円

当座貸越極度額の

総額 
   3,500,000千円

借入実行残高 2,310,000千円

 差引額 1,190,000千円

※４    ────── ※４ 財務制限条項 

平成19年３月30日付で締結したコミッ

トメントライン契約（上限58億円）及

び平成19年６月14日付で借り入れた㈱

りそな銀行からの借入金12億円につい

ては、財務制限条項が付されており、

下記条項に抵触した場合、契約上の全

ての債務について期限の利益を喪失し

ます。なお、コミットメントライン契

約について当中間会計期間末におい

て、本契約に伴う借入れは実行してお

りません。 

①各年度の決算期の末日における単体

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における単体の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。 

②各年度の決算期の末日における連結

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における連結の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。  

③平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる単体の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。  

④平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる連結の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。 

※４ 財務制限条項 

平成19年３月30日付で締結したコミッ

トメントライン契約（上限58億円）に

ついては、財務制限条項が付されてお

り、下記条項に抵触した場合、契約上

の全ての債務について期限の利益を喪

失します。なお、当期末において、本

契約に伴う借入は実行しておりませ

ん。 

①各年度の決算期の末日における単体

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における単体の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。 

②各年度の決算期の末日における連結

の純資産の部の金額を、当該決算期

の直前決算期の末日における連結の

純資産の部の金額の75％の金額以上

に維持すること。  

③平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる単体の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。  

④平成20年３月期決算期以降の各年度

の決算期にかかる連結の経常損益に

ついて、２期連続して（平成20年３

月期決算期よりも前の決算期につい

ては当該連続の対象に含めない。）

損失を計上しないこと。 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の自己株式の株式数の減少1,000,000株は、平成18年12月８日取締役会決議の新株予約権の権利行使につい

て自己株式を割り当てたことによる減少であります。  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取賃貸料 24,730千円

受取利息 5,284千円

違法コピー和解金 28,015千円

受取配当金 20,963千円

受取利息 11,203千円

受取賃貸料 47,352千円

違法コピー和解金 27,790千円

受取利息 12,380千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 30,681千円

賃貸費用 17,792千円

支払利息 46,614千円

支払手数料 49,896千円

支払利息 65,572千円

賃貸費用 34,732千円

支払手数料 258,328千円

※３    ────── ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

    投資有価証券売却益 53,932千円 投資有価証券売却益 51,131千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 15,843千円

固定資産除却損 10,201千円

投資損失引当金繰入

額 

264,000千円

固定資産除売却損 22,422千円

製品回収対応費 150,423千円

投資有価証券評価損 23,617千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 170,136千円

無形固定資産 259,505千円

投資その他の資産

その他 

(長期前払費用) 

2,254千円

有形固定資産 167,636千円

無形固定資産 474,328千円

投資その他の資産

その他 

(長期前払費用) 

1,742千円

有形固定資産 348,912千円

無形固定資産 752,130千円

投資その他の資産

その他 

(長期前払費用) 

4,396千円

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 1,000,280 － － 1,000,280 

合計 1,000,280 － － 1,000,280 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 280 － － 280 

合計 280 － － 280 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 1,000,280 － 1,000,000 280 

合計 1,000,280 － 1,000,000 280 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

有形固定 

資産その他 

(千円) 

合計 

 (千円) 

取得価 

額相当 

額 

387,706 4,110 391,816 

減価償 

却累計 

額相当 

額 

264,646 1,712 266,358 

中間期 

末残高 

相当額 

123,060 2,397 125,457 

 

工具器具 

備品 

(千円) 

有形固定 

資産その他

(千円) 

合計 

 (千円) 

取得価 

額相当 

額 

192,526 4,110 196,636

減価償 

却累計 

額相当 

額 

91,208 2,603 93,811

中間期 

末残高 

相当額 

101,317 1,507 102,824

 

工具器具 

備品 

(千円) 

有形固定 

資産その他 

(千円) 

合計 

 (千円) 

取得価 

額相当 

額 

169,381 4,110 173,491

減価償 

却累計 

額相当 

額 

82,915 2,192 85,107

期末残

高相当

額 

86,465 1,918 88,383

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 66,432千円

１年超 59,025千円

合計 125,457千円

１年内 47,680千円

１年超 55,143千円

合計 102,824千円

１年内 47,482千円

１年超 40,901千円

合計 88,383千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 46,667千円

減価償却費相当額 46,667千円

支払リース料 26,732千円

減価償却費相当額 26,732千円

支払リース料 89,786千円

減価償却費相当額 89,786千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はあり

ませんので、項目等の記載は省略してお

ります。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 

473円66銭 

１株当たり純資産額 

415円10銭 

１株当たり純資産額 

504円99銭 

１株当たり中間純損失金額 

24円74銭 

１株当たり中間純損失金額 

89円69銭 

１株当たり当期純損失金額 

45円17銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失が計上されているため

記載を省略しております。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失が計上されているため

記載を省略しております。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 749,702 2,943,910 1,391,053 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
749,702 2,943,910 1,391,053 

期中平均株式数（株） 30,307,337 32,824,263 30,798,912 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要  

新株予約権３種類（新

株予約権の株式の数

1,834,500株）。これ

らの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。  

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権（新株予約権の目的

となる株式の数84,200

株）、新株予約権２種

類（新株予約権の株式

の数296,000株）。こ

れらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

新株予約権１種類（新

株予約権の株式の数

34,500株）。これらの

詳細は、「第４ 提出

会社の状況、１．株式

等の状況、(2）新株予

約権等の状況」に記載

のとおりでありま

す。  

 
前中間会計期間末 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間末 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度末 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 14,412,785 13,627,071 16,583,958 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
55,170 － 8,694 

（うち新株予約権） (55,170) － (8,694) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（千円） 
14,357,615 13,627,071 16,575,264 

１株当たりの純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

30,311,820 32,828,120 32,823,020 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（新株予約権の発行） 

平成18年12月８日開催の当社取締役会において、第三者割当の方法による第６回および第７回新株予約権の発行を決議

しました。その概要は次のとおりであります。 

１．募集新株予約権の名称 

株式会社ジャストシステム第６回新株予約権（以下、「第６回新株予約権」という。） 

株式会社ジャストシステム第７回新株予約権（以下、「第７回新株予約権」という。） 

２．割当予定先 

第６回新株予約権 大和証券エスエムビーシー株式会社 

第７回新株予約権 メリルリンチ日本証券株式会社 

３．発行した新株予約権の数 

第６回新株予約権 2,100個 

第７回新株予約権  900個 

４．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

第６回新株予約権 当社普通株式 2,100,000株 

第７回新株予約権 当社普通株式  900,000株 

５．本新株予約権の払込金額の総額 

第６回新株予約権 36,514千円 

第７回新株予約権 15,649千円 

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 

第６回新株予約権 4,381,650千円 

第７回新株予約権 1,877,850千円 

７．行使時の払込金額 

行使時の払込金額は、当初2,086.5円とする。ただし、以下に従い、修正または調整される。 

１ 行使価額の修正 

(1）平成18年12月27日以降、行使価額は、各新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」とい

う。）の前日まで（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、売買高加重平均価格の算出されない日は除

く。以下「時価算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所（以下「ジャスダック証券取引

所」という。）における当社普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値に相当する金額

（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「修正後行使価額」という。）に

修正される。 

(2）前号にかかわらず、当社は、当社取締役会が、資金調達のために必要と認めて、次号に従って行使価額が

修正される旨を決議した場合には、かかる決議の日に本新株予約権者に対してその旨および修正開始日

（以下に定義する。）を通知したうえで、かかる決議の翌営業日（以下「修正開始日」という。）以降、

次号に従って本新株予約権の行使価額が修正される旨を決定することができる。修正開始日は、平成18年

12月27日以降に到来する日とする。 

(3）修正開始日以降、行使価額は、時価算定期間のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引

の毎日の売買高加重平均価格の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を切り捨てる。）に修正される。 

(4）前号にかかわらず、平成20年11月25日以降、行使価額は本項(1）号に定める修正後行使価額に修正され

る。 

(5）本項第(1）号乃至第(4）号にかかわらず、別記「11．自己新株予約権の取得事由および消却の条件」欄の

各項に従って本新株予約権の全部が取得される場合、取得のための公告または通知がなされた日のいずれ

か早い日の翌々営業日以降、行使価額は、ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎

日の売買高加重平均価格の平均値の105％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を切り捨てる。）に修正される。 

 (6）本項第(1）号、第(3）号および前号に定める修正後の行使価額の算出において、(ｉ)時価算定期間内に本

欄第２項で定める行使価額の調整の原因となる事由が生じた場合には、当該時価算定期間内のジャスダッ

ク証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格は当該事由を勘案して調整さ

れるものとし、(ⅱ)かかる算出の結果得られた金額が834.6円（以下「下限行使価額」という。ただし、本

欄第２項による調整を受ける。）を下回ることとなる場合には、修正後の行使価額は下限行使価額とす

る。 



２ 行使価額の調整 

(1）当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場

合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもっ

て行使価額を調整する。 

「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当てを受ける権利

を与えるための基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整

後の行使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当

社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に本項第(2）号乃至第(4）号に基づき「交付

普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えた数と

する。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数

は、基準日における当社の有する当社普通株式にかかり増加した当社普通株式数を含まないものとする。 

(2）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期

については、次に定めるところによる。 

① 本項第(3）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当社

の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利の転換、交換または

行使による場合を除く。） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日と

する。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合は、その日の翌日以降、これを適用する。 

② 当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当てをする場合 

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当

ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについて、当社普

通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって

当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、または本項

第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合

を含む。） 

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）その他の証券または権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で

転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当

日）または無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、転換、交換または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株

式等が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行さ

れている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換または行使され当社普

通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し

た日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに本項第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する

場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、上記取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）に関して当該調整前に本号③または⑤による行使価額の調整が行われている場合に

は、(ⅰ)上記交付が行われた後の本項第(3）号③に定める完全希薄化後普通株式数が、上記交付の直

前の既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後の行使価額は、超過する株式数を行使価額調整式

       
既発行普通株式数＋

新発行・ 

処分株式数
×

１株当たりの 

発行・処分価額

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分株式数 



の「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)上記交付の直

前の既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。 

⑤ 取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本⑤において「取得価額

等」という。）の下方修正その他これに類する取得価額等の下方への変更（本項第(2）号乃至第(4）

号と類似の希薄化防止条項に基づく調整の場合を除く。以下、「下方修正等」という。）が行われ、

当該下方修正等後の取得価額等が当該下方修正が行われる日（以下「取得価額等修正日」という。）

における本項第(3）号②に定める時価を下回る価額になる場合（ただし、本新株予約権と同時に発行

される本新株予約権以外の新株予約権の行使価額の修正の場合を除く。） 

(ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行われて

いない場合、調整後の行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当

該下方修正後の条件で転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本号

③の規定を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③または上記(ⅰ)による行使価額の調整が取得価額等修正

日前に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当該下方

修正等後の条件で転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの本

項第(3）号③に定める完全希薄化後普通株式数が、当該下方修正等が行われなかった場合の既発

行普通株式数を超えるときには、調整後の行使価額は、当該超過株式数を行使価額調整式の「交

付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の

翌日以降これを適用する。 

⑥ 本号③乃至⑤における対価とは、当該株式または新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（本号③における新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、

その取得または行使に際して当該株式または新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財産の価

額を控除した金額を、その取得または行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金額をい

う。 

⑦ 本号①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定さ

れ、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日

の翌日以降これを適用するものとする。 

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(3）① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(2）号⑦の場合

は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の

普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算につい

ては、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

③ 「完全希薄化後普通株式数」は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社

の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調

整前に、本項第(2）号乃至第(4）号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未

だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該行使価額の調整において本項第

(2）号乃至第(4）号に基づき「交付普通株式数」とみなされることとなる当社普通株式数を含

む。）。 

④ 本項第(2）号①乃至⑤に定める証券または権利に類似した証券または権利が交付された場合における

調整後の行使価額は、本項第(2）号の規定のうち、当該証券または権利に類似する証券または権利に

ついての規定を準用して算出するものとする。 

８．新株予約権の割当日及び払込期日 

平成18年12月25日 

９．新株予約権の行使期間 

平成18年12月25日から平成20年12月25日まで。ただし、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀

株式数＝ 

（調整前行使価額－ 

調整後行使価額） 
× 

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額 



行営業日を最終日とする。 

１０．新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組み入れる額 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところに

従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減

じた額とする。 

１１．自己新株予約権の取得および消却 

１ 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合には、本新株予約権の発行日の翌日以

降、会社法第273条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個

当たり13,910円にて、残存する本新株予約権の全部を取得することができる。 

２ 当社は、当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認決

議した場合、会社法第273条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予

約権１個当たり13,910円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。 

３ 当社は、本新株予約権の発行後、５連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）のジャスダック証券取引

所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値が下限行使価額を下回った場合、当該５連続取引日の最終

日の翌銀行営業日に、本新株予約権１個当たり金13,910円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。

当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。なお、上記５連続取引日の間に別記「行使時の払込

金額」欄第２項で定める行使価額の調整の原因となる事由が生じた場合には、当該５連続取引日のジャスダ

ック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値は、本項の適用上、当該事由を勘案して調整

されるものとする。 

１２．新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

１３．資金の使途 

xfy事業における事業資金に充当する予定である。 

なお、当社は、各割当予定先との間で、有価証券届出書の効力発生後、下記の内容を含むファシリティ契約を締結

する。ファシリティ契約において、割当予定先は、平成18年12月25日以降平成20年11月21日までの期間（以下「ファ

シリティ期間」という。）においては、本新株予約権の発行要項に定める本新株予約権の行使期間内であっても、フ

ァシリティ契約の規定に従って行使する場合のほか、本新株予約権を行使しないことに合意する。 

当社は、ファシリティ契約の規定に従い、取締役会の決議により、随時、何回でも、割当予定先が本新株予約権を

行使することができる期間（以下「行使可能期間」という。）および当該行使可能期間中に割当先が行使することの

できる本新株予約権の個数（以下「行使可能個数」という。）を定めることができる。割当予定先は、行使可能期間

中に限り、行使可能個数を上限として、本新株予約権を行使することができる。当社は、行使可能期間および行使可

能個数を定めたときには、当該行使可能期間の初日（以下「行使可能期間開始日」という。）の前取引日（株式会社

ジャスダック証券取引所（以下「ジャスダック証券取引所」という。）の取引日をいう。以下同じ。）までに、行使

可能期間開始日、行使可能期間の末日（以下「行使可能期間終了日」という。）および行使可能個数を指定し、割当

予定先に通知する（かかる通知を以下「行使可能通知」という。）。但し、１回の行使可能通知に定める行使可能個

数は、別段の合意をする場合を除き、100個（その時点で残存する本新株予約権の個数が100個未満の場合は、当該残

存個数）を下回ってはならない。また、いずれの行使可能期間開始日も、平成18年12月25日以降に到来する日とし、

いずれの行使可能期間終了日も、平成20年11月21日以前に到来する日で、かつ行使可能期間開始日の５取引日後以降

の日に到来する取引日とする。 

当社は、取締役会の決議を経た上で、割当予定先に対し、撤回通知を交付することにより、その時点で未行使の行

使可能個数が残存する行使可能通知を撤回することができる。但し、当該行使可能通知に係る残存行使可能期間が７

取引日未満である場合は、これを撤回してはならない。当該行使可能通知は、撤回通知に記載された失効日をもって

効力を失う。かかる失効日は、撤回通知が行われた日（当日を含む。）から７取引日目以降の日とし、当社の取締役

会がこれを定める。 

当社は、既に行った行使可能通知に係る行使可能個数の本新株予約権の全部が行使され、または行使可能期間終了

日が到来する前に、新たな行使可能通知（以下「新行使可能通知」という。）を行うことができる。但し、次に定め

る条件を満たすことを要する。①新行使可能通知に係る行使可能期間開始日は、当該新行使可能通知が行われた日

（当日を含む。）から７取引日目（それより前に既存の行使可能通知（以下「既存行使可能通知」という。）に係る

行使可能期間終了日が到来する場合は、その翌日）以降の日とし、当社の取締役会がこれを定める。②新行使可能通

知に定める行使可能期間開始日より前に既存行使可能通知に係る行使可能個数の本新株予約権の全部が行使された場

合、かかる行使の翌日まで新たな行使可能期間開始日を繰り上げるものとする（但し、当該新行使可能通知にその旨

の記載がある場合に限る。）。③新行使可能通知に定めた行使可能期間開始日をもって、未行使の行使可能個数が残



存する既存行使可能通知（もしあれば）は効力を失う。④新行使可能通知は、既存行使可能通知に基づき、新たな

行使可能期間開始日より前に行われた本新株予約権の行使の効力に影響を及ぼすものではない。⑤新行使可能通知に

定める行使可能個数が、当該新行使可能通知に係る行使可能期間開始日において未行使の本新株予約権全部の個数を

上回ることとなった場合には、当該新行使可能通知に係る行使可能個数は、かかる未行使の本新株予約権の個数とす

る。 

当社は、行使可能通知の通知日時点において、当社にかかる業務等に関する未公表の重要事実が存在しないこと、

当社およびその企業集団の財政状態または経営成績に重大な悪影響をもたらす事態が発生していないことを表明およ

び保証する。また、当社は、行使可能通知および撤回通知を行った場合には、速やかにプレスリリースを行う。 

（新株予約権の取得および消却） 

平成18年12月８日開催の当社取締役会において、平成18年３月27日に発行いたしました第３回および第４回新株予約

権について残存するすべてを取得および消却することを決議いたしました。その概要は次のとおりであります。 

１．取得および消却の理由 

平成18年12月25日発行の第６回および第７回新株予約権の発行により、資金調達の機動性を確保するため、各新

株予約権の発行要項および「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う経過措置を定める

政令」（平成17年政令第367号）第13条第１項の規定に基づき、平成18年12月25日に残存するすべての新株予約

権を取得し、直ちに消却することといたしました。 

２．取得および消却する数 

1,800個（第３回新株予約権 1,200個、第４回新株予約権 600個） 

３．取得価額 

55,170千円（新株予約権１個当たり 30,650円） 

４．取得および消却日 

平成18年12月25日 

５．消却後残存新株予約権 

０個 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（新株式の発行） 

平成19年12月12日開催の当社取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発行を決議しました。その概要は次

のとおりであります。  

１．割当予定先 

メリルリンチ日本証券株式会社に対する第三者割当 

２．発行した新株式の数 

当社普通株式 400,000株 

３．発行価額  

１株につき497.70円  

４．発行価額の総額 

199,080千円 

５．発行価額のうち資本へ組み入れる額  

資本組入額 

１株につき249円 

資本組入額の総額 

99,600千円  

５．発行価額   

20,600円 

６．新株式の払込期日 

平成19年12月27日 

７．資金の使途 

xfy事業における事業資金に充当する予定であります。 

（新株予約権の発行） 

平成19年12月12日開催の当社取締役会において、第三者割当の方法による第８回新株予約権の発行を決議しました。そ

の概要は次のとおりであります。 

１．募集新株予約権の名称 

株式会社ジャストシステム第８回新株予約権 



２．割当予定先 

メリルリンチ日本証券株式会社 

３．発行した新株予約権の数 

1,000個 

４．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式 4,000,000株 

５．発行価額   

20,600円 

６．本新株予約権の払込金額の総額 

20,600千円 

なお、下記８．に記載の新株予約権の行使価額が修正又は調整された場合には、上記金額は増加又は減少しま

す。また、新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合に

は、上記金額は減少します。  

７．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額 

2,453,800千円 

８．行使時の払込金額 

行使時の払込金額は、当初608.30円とする。ただし、以下に従い、修正または調整される。 

１ 行使価額の修正 

平成19年12月28日以降、行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）

の前日まで（当日を含む。）の３連続取引日（但し、終値のない日は除く。）の株式会社ジャスダック証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げ

た金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は

下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正

後の行使価額が下限行使価額（以下に定義する。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額と

する。上記３連続取引日の間に本欄第２項に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該３連続

取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調

整されるものとする。「下限行使価額」は当初、別記「割当日」欄に定める割当日の株式会社ジャスダック

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の50％

に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額とする。下限行使価額は、本欄第２項の規定を準用して

調整される。 

本新株予約権のいずれかの行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる行使の際に、当該

本新株予約権者に対し、修正後の行使価額を通知する。 

２ 行使価額の調整 

(1）当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）

をもって行使価額を調整する。 

(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。 

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保

有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。但し、新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社

普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式

交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する 

③ 本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式又は本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求でき
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既発行普通株式数＋新発行・処分株式数 



る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合 

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件

で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の

場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに本項第(4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の

行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日

から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方

法により、当社普通株式を交付する。但し、株券の交付については別記「(2）新株予約権の内容等

（注）」欄第２項の規定を準用する。 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場

合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を

調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引い

た額を使用する。 

(4）① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除

した数とする。また、本項第(2）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数

は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものと

する。 

(5）本項第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権

者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

(6）本項第(2）号の規定にかかわらず、本項第(2）号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が本欄第

２項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、本項第(2）号に基づく行使価額の調整は行わないも

のとする。但し、この場合も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。 

(7）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。但し、本項第(2）号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上

記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。また、本項第(6）号の規定

が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ行う。 

９．新株予約権の割当日及び払込期日 

平成19年12月27日 

１０．新株予約権の行使期間 

平成19年12月28日から平成21年12月28日までとする。 

株式数＝ 

（調整前行使価額－ 

調整後行使価額） 
× 

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額 



１１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところに

従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその

端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた

額とする。 

１２．自己新株予約権の取得および消却 

１ 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、(ⅰ）本新株予約権証券が発行されていない場合には、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知

をし、(ⅱ）本新株予約権証券が発行されている場合には、会社法第273条、第274条及び第293条の規定に従

って公告及び通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当り20,600円の価額

で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一

部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 

２ 当社は、当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認決議

した場合は、(ⅰ）本新株予約権証券が発行されていない場合には、会社法第273条の規定に従って通知を

し、(ⅱ）本新株予約権証券が発行されている場合には、会社法第273条、第274条及び第293条の規定に従っ

て公告及び通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当り20,600円の価額で、

本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

１３．新株予約権の譲渡制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

１４．資金の使途 

xfy事業における事業資金に充当する予定である。 

なお、当社は割当予定先との間で、本届出の効力発生後、下記の内容を含むコミットメント条項付き第三者割当て

契約を締結いたしました。この契約は、あらかじめ一定数の新株予約権を割当予定先に付与したうえで、今後資金需

要が発生した際に、当社が、一定の条件に従って本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指

定（以下「行使指定」といいます。）できる仕組みとなっており、割当予定先は、行使指定を受けた場合、一定の条

件及び制限のもとで、一定期間中に行使指定された数の本新株予約権を行使することをコミットします。 

当社は、この仕組みを活用することにより、資金需要に応じた機動的な資金調達を行うことができます。但し、当

社が１度に行使指定できる本新株予約権数には一定の限度があり、複数回の行使指定を行う場合には20取引日以上の

間隔を開けなければなりません。当社は、行使指定を行った場合、その都度プレスリリースを行います。割当予定先

は、行使指定を受けた場合に加えて、原則として毎月50個の本新株予約権を行使することをコミットします。当社

は、この仕組みにより、一定以上のペースで資本増強を図ることもできます。なお、当社は、その裁量により、かか

る月次の行使（以下「月次行使」といいます。）を中止することができます。但し、当社の株価が一定の水準を下回

る場合、未公表の当社インサイダー情報等がある場合、当社の財政状態又は業績に重大な悪影響をもたらす事態が発

生した場合など一定の場合には、当社は行使指定を行うことができず、また、割当予定先も月次行使を行う必要はあ

りません。さらに、当社の株価がストップ高又はストップ安を記録した場合など一定の場合にも、割当予定先は月次

行使を行う必要がありません。 

また、当社は、その裁量により、本新株予約権の全部又は一部につき、行使することができない期間を指定（以下

「停止指定」といいます。）することができます。停止指定の期間は当社の裁量により決定することができ、また、

当社は、一旦行った停止指定をいつでも取消すことができます。但し、約２年間の行使可能期間のうち最後の１ヶ月

間については、停止指定を行うことはできません。また、平成19年12月28日から平成21年11月11日までのいずれかの

取引日における当社普通株式の終値が払込期日における当社普通株式の終値の50％に相当する金額を下回った場合に

は、割当予定先は、平成21年11月12日までに当社に対して通知することにより、本新株予約権の取得を請求すること

ができ、かかる請求がなされた場合、当社は、本新株予約権の発行要項に従い、原則として15取引日以内に本新株予

約権を取得いたします。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

特記事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年９月10日関東財務局長に提出 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3）臨時報告書 

平成19年４月３日関東財務局長に提出 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

(4）有価証券届出書及びその添付書類 

平成19年12月12日関東財務局長に提出 

新株式発行に関する届出書であります。 

(5）有価証券届出書及びその添付書類 

平成19年12月12日関東財務局長に提出 

第８回新株予約証券発行に関する届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月２２日

株式会社ジャストシステム      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田 眞也  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松浦 利治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ジャストシステムの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ジャストシステム及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成１８年１２月８日開催の取締役会において、「新株予約権の発行」及

び「既発行の新株予約権の取得及び消却」を決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月２８日

株式会社ジャストシステム      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 眞一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松浦 利治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ジャストシステムの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ジャストシステム及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年12月12日開催の取締役会において、「新株式の発行」及び「新株

予約権の発行」を決議している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月２２日

株式会社ジャストシステム      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田 眞也  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松浦 利治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ジャストシステムの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ジャストシステムの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成１８年１２月８日開催の取締役会において、「新株予約権の発行」及

び「既発行の新株予約権の取得及び消却」を決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月２８日

株式会社ジャストシステム      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 眞一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松浦 利治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ジャストシステムの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ジャストシステムの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年12月12日開催の取締役会において、「新株式の発行」及び「新株

予約権の発行」を決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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